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契約外債務の準拠法に関する欧州議会及び   

理事会規則（ローマⅠⅠ）案について  

佐 野   

2O（13年7J］22tj，EUの欧州委員会（European Cornmissjon以F：，EU委員会または  

単に委員会という）は，「契約外偵劇の準拠法に関する欧州議会及び理事会規則につし、ての  

提案」（以」F，規則案という）を採択した1」今側の提案は，19卯年の「契約債務の準拠法  

iこ関する条約」（いわゆるローマ条約）を補足するものとして，かねてかご）その立法化が予  

定されていたものであるが，艮事の分野にぶける百j法協力の促進を図るというEUの政策  

の一環として，EU成一、－／二後，急ピッチでその作成作業か進められていたものである。本親  

日り案については，2nO2年5f】3r1に，「契約外債務の準拠法に関する理事会規則についての  

準備案」2）（以下，準備案という）か委H会から公表され，それに対する各界の意見を参考  

に，わずか1年余りで委員会の毅終案がまとめられたことになる。もっとも，契約外債務  

に関する統一国際私法の構想臼休が発案されたのは，1960年・代末にまで遡ることができる  

ので，その意味では，本規則案がこのような形で採択されるまでには実に30年を超える日  

時を要したともいえよう。この間に，ヨー口ッパ各国では，不法行為を「トL、とLた契約外  

債務の準拠法に関する国際私法規定が相次いで制定され3），この分野に関する理論的な研究  

1）Proposalfor a regula［ion of the Europea11Parliament and the Councilon the】aw   
appJicableto n（〕nqCOntraCtualobligations（“Rl）meII”），COM（2003）427．  

2）A preliminary draft proposalfor a CouncilRegulation on thelaw app］icable to non－  
COntraCtualobliga［ions．準備案は，EUor）r7工・ソブ・サイトtで公表され，インタ→ネットを通   
じて広く意見照会が行われじっ 準備案については，現Jli（2004年10jJ30‖）も．http：／／europa．eu．  

int／comm／justice－home／news／c（）nSultingLpubljc／roma－ii／news－heaI・ing－rOma2－en・htmで環  八  

語版を閲覧することができるLなお，準備実については・あくまでも委員会の準隠用文書という  六   
件楷のためか，理山舌などは公表されていない。  

3）比較的最近の立法とLては，スイス附際私法（1987年）128条・132条以卜，ル→マニア国際私   
法（1992年）1（）4条以下，イタリ7国際私法（1995年）61粂以下，イギリス「国際私法（雑規㌫）   
に関する法律」（1995年）節3軋ドイツ民汰施打法（1999年改止）38条以下，オランダ「不法行   
為の抵触汰に関する汰律」（2001年）などがある〔，  

37   



319 契約外債務の準拠法に関する欧州議会及び理事会規則（ローーマⅠⅠ）実について  

も大き〈進展した4）。本規則案は，それら各国の立法および学説・判例の詳細な検討を基礎  

としてお「），この分野に関する国際私法規定の一つの到達点をなすといってよいと思われ  

る。  

一九 ほぼ時を同じくして，わが臥こおいても，2003年2月に，法務大臣から法制審議  

会に対して「国際私法の現代化」が諮問され，わが国の国際私法の主要な法源である「法  

例」の改正が本格的に始動することになった5）。周知のように，現行法例は，1989年に，婚  

姻・親子に関する規定を中心に法改正が行われたものの，契約・不法行為などの財産法に  

関する規定は，ほぼ制定当時のままとなっている。そのため．今回の改．正では，とりわけ  

それらの分野の見直しが重要な課題となるものと思われる6）。その意味で，契約外債務の準  

拠法に関する本規則案は，今回の法例改止の検討作業においても参考にすべき点が少なく  

ないといえよう。そこで，以下では，規則案7）と規則案に付された詳細な理由書（Explanatory  

Memorandum）邑）の翻訳を試みた。翻訳については，主として，英語の正文によっている。  

なお，本規則案の検討については，別稿を予定している。  

〔付記〕本稿は，2002年3月から2003年1月まで，文部科学省在外研究員として，マック  

スプランタ外国私法・国際私法研究所（ドイツ連邦共和国）で行った「国際不法才f為法の  

立法化に関する研究」の成果の一部である。  

4）ヨーロッパ各国の国際不法行為法に関する最近の包括的な研究としては，たとえば，T＿ K．  

八  Grazjano・Gemeineurop封schesInternationalesPrivatrecht－2002がある0  
五  5）平成15年2月5日付け諮問第61号個際私法の現代化に関する諮問」  
6）たとえば，座談会「『法例』礼状と課題，将来への嬢望」ジュリスト1143号4頁以下（1998  

年）参照。  

7）規則案の条文については，法例研究会『法例の見直い二関する諸問題（2）－∴不法行為・物権等  
の準拠法について－』別冊NBL（2003年）に一部が翻訳されている。  

8）COM（2CIO3）427，pp．2p29．  
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岡 法（542）3t8   

契約外債務の準拠法に関する欧州議会及び理事会規則  

（ローマⅠⅠ）についての提案（試訳）   

欧州議会及び欧州連合理事会は，   

欧州共同体設立条約，及びとりわけその第61条C号を考慮し，   

委員会からの提案を考慮し、   

欧州経済社会評議会の意見を考慮し，   

欧州共同体設立条約の第251条に定める手続に従い，  

（1）欧州連合が，白山，安全及び司法を備えた一つの領域を創設するという目的を定めて   

いること。そのために，委員会は，法及び管轄の抵触に関して構成国において適用され   

る規則の一致を促進する措置を含め，城内市場が適切に機能するために必要な限りにお   

いて，国境を越えて影響を及ばす民事における司法協力に関する措置を講じなければな   

らないこと。  

（2）アムステルダム条約の関連する規定を効果的に実施するために，理事会（司法及び内   

政）が，1998年12f】3日に，契約外債務の準拠法に関する法的文書の準備をアムステル   

ダム条約の発効後2年以内に執られる措置の中に含めることを明記した行動計画を採択し   

たこと川。  

（3）1999年10月15t］及び16Llのタンベレ欧州理事会（2）が，欧州法実施地域（EuropeanLaw－   

enforcementarea）の設立における優先事項として判決の相互承認の原則を承認したこ   

と。相互承認プログラムが3），抵触法規定の調和に関する措置が「この原則の実施を容易   

にするために実際に役立つ」措置であると述べていること。  

（4）域内市場が適正に機能するためには，訴訟の結果の予測可能性，法的安定性及び裁判   

の自由な往来を進展させるために，構成国の抵触法の規定が，訴訟の提起される裁判所   

の所属する国の如何にかかわらず，同じ国内法を指定する必要かあること。  

（5）この規則の適用範岡は，（欧州共同体）規則44／201（4）及び1980年のローマ条約（5）と一致   

するように決められなければならないこと。  

（6）統一的規則がそれによって指定される法の如何にかかわらず適用される場合にのみ，   

共同体の訴訟当事者間における競争を歪める危険を回避できること。  

（7）不法行為地法（1exlocidelicticommissi）の原則は，ほとんどすべての構成国におい   

て契約外債務の基本的な解決であるが，事件の構成要素が複数の国に分散している場合   

には，その原則の実際の適用は異なって処理されていること。こうした状況が，法的不   

安定を引き起こしていること。  

（8）統一規則は．裁判所の判決の予測可能性を改善し，責任を問われている者と被害者の   

利益の間に合理的な均衡を保証するために役立たなければならないこと。直接的な損害   

が発生した国との連結（不法行為地法）は，損害を引き起こした者と被害者の利益の間  
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317 梁約外債務の準拠法に関する欧州議会及び牒耳凄規則（ローマH）実について  

に公二、ドな均衡をもた1ゝ〕し，また艮事竃什に対する二呪代的なア70ローチ及び厳格責任制度  

の発展を反映していること．  

（研 一般規定では関連する利益間に合埋的な均働をとることができない特別なイこ法†∫為に  

ついては，特別規定が定められるべきこと。  

（l00 製造物責任に関しては，祇触規定は，現代の■1‡度技術社会に内在する危険の公ヤな分  

散，硝煙者の健康の保護，技術革新の奨励，公l仁な競争の保障及び取・封の促進という目  

的に合致Lなければな▲’）ないことり 被告苦が．肯居所を有する地の法への連結は，戸比叫  

能仲条傾が加わることによ／〕て，これらの川和二関して均衡のとれた解決であること。  

（11）1く止競争については，抵触規㍍は，競業且∴消費者及び一般公衆を保護し，かつ相場  

経研が適t＝こ機能することを保証しなければならないこと。関連する市場の法への連結  

は，特定の状況では別の規則が適切な場合があるとしても、一般的にはこれらグ）目的を  

満たすこと。  

（1為 政州連合の基本権憲章並びに人椎及び基本的【′1由の保護のための欧州審議会条約を考  

慮して，抵触規㍍は，70ライバンー及び人格に関する権利の侵書に関して合理的な均衡  

を凶らなければならないこと。出版のlニ＝‡】にl梨Jして構成同で適用される基本原則の尊重  

は，特別な保護条項によって保障されなければならないこと。  

（13）環境侵害に関しては．：予防原則（precautionar）・princip7e）並びに防止策が論じられ  

ねばなイ）ないという煉則，汚染源での是正措間健虻の†京Hlj及び汚染者負拍の風11jに基づ  

いた高度の保護が必安であると定める，欧州共」叶体設立条約の第174条が，被害者を特別  

に優遇する原則のイ射Hを卜分に正当化すること。  

（14）知的財産権の侵割二関しては．一組二広〈知られた保護国法（IexIociprotectionis）  

の原則が維持されるべきこと〔〉 この規則において，知的財産権の語は，著作他 それと  

瓢似の権利（relatedrights），テ㌧－タベーースの保護のための独白の権利（suigenerisright）  

及び⊥某所有権をいうこと。  

（15）不当利碍及び無権代理のように，相－．与が不法石烏欄外の行為によって引き起こされた  

場合についても，頬似した規定が定められるべきこと〕  

（16）当事者の恵一巴のI′1山を保護するために，当辛苦は，契約外債務の準拠はを決にするこ  

とが許されるべきこと。その選拙二は－一定の条什を課すことによって，弱者であるさ1寺弔  

着に保濯が与えられるべきこと。  

（17）公共の利益の考慮が．例外的な場合王，公の政策及び優越的な強行規定（overriding  

rnalldatoryrules）に基づいた排除条頗を適川する叶能件を構成同の裁判所に・リ・えること  

ノゝ  を是認すること。  

（18）当事片間に令埋．的な均衡を睦1るというそ慮ほ，たとえ契机外債務が他の拭によって規  

律きれる場合であっても，侵害石為が行われた巨lで地右・されている安全及び右割につい  

ての規定が料酌されなければならないことを意味すること。  

（1餌 共同休法における・買件の考慮は．特定の事項における・低触規定，共同体に由来する  

・Jり   



開 法（542）316  

優越的な強行規定，共同体公序の例外規定及び士動耳市場に関する耳寺別原則のような，条   

約又はこの規則以外の派生立法に関する文書に含まれる，準拠法に関連した，又はそれ   

に影響を及ぼす規定を，この劇川りが妨げることのないよう要求していること。さらに，   

この規則は，域「勺市場の適正な機能，とりわけ物とサービスの自由な移動に対する障害   

を生み山すことを意図するものでほな〈，その適用もそのような障害とはならないこと。  

伽）構成国によって締結された国際約束の尊重は，この規則が，構成国が当事国となって   

いる，特定の事項に関する条約に彬響を及ぼすべきではないことを意味していること。   

規定の解釈をより春闘こするために、委H会は，構成国が提供する情報に濃づき，欧州   

連合公報（Officia】Journalof the European Union）で，閑適する条約のリストを公   

表する子定であること。  

飢）提案きれた行動のFlr軋 すなわち強てf的かつ直接に適用される共l司体の法律文書によ   

一〕て決定された宴に統一的な規定を必要とする裁判所の判決の千測吋能性の改半は，統   

一的な共同体規定を定めることができない構成日射こよっては1一分に達成され碍ず，した   

がって，共同体全休にわたるその効果かご〕みて，二共Id体レベルのカがより良く達成でき   

るが故に，共l司休は，共有休設二立条約第5条に定め′〕れた補完性原則に従って，措置を   

講じることができること。同条に定められた比例仲原別によれば，国内法の矢賀規定の   

調和を必要とすることなく法的安定性を増進させる規則は、そのH的を達成するために   

必要な範囲を超えるものではないこと．〕  

佃「欧州連合条約及び欧州共Itil体設二万二条約に付属する連合二仁匝l及びアイルランドの地位に   

関する議定書灘3条に従／．て，これらの構成国が，この規則の採択及び適用に参加する   

意思を表明したこと。／・ノ欧州連合条約及び欧州粍同体，投了＼〉二条約に付属する連合二王凶及び   

アイルランドの地位に関する議定書蘭1粂及び第2条に従って，二れらの構成国は，こ   

の規則の採択に参加しておJっず，したがって，この規則はそれらの構成国に対しては拘   

束力かないこと。］  

（23）欧州連合条約及び欧州共同体設立条約に付属するテン「7r－クの地イ揖こ関する議定書第   

1条及び第2条に従rlて，その構成国は，この規則の採択に参加しておらず，したがっ   

て，この規則はその構成l玉＝こ対しては拘束力がないこと。   

以上の事実に照らして，この規則を採択した。  

第1串 適用範囲   

第1条 事項的適用範囲  

1．この規則は，法の拭触が問題となる場合における代車及び商事の契約外債務に適用  

される。  

この規則は，租税，関税又は肘1攻1二の事項には適川されない。   

2．次の事J創ま，この親日りの適才lj範開かノ〕除外される。  
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（a）扶養表兼を含め，家族関係及びそれと同等と■考えられる関係から生じる契約外債  

務  

（b）夫婦財産制及び相続から生じる契約外債務  

（C）為替手形，小切手及び約束手形並びにその他の流通証券の下で生じる債務。ただ  

し，その他の流通証券による債務はその流通性から生じる場合に限る。  

（d）会社（companyorfirm）又は法人格のあるもしくは法人格のないその他の団体  

の偵務についての役員及び社員自身の個人的責任並びに会計書類の法定監査の実施  

について責任のある者の個人的責任  

（e）信託の設定者，受託者及び受益者†ijJの契約外債務  

（り 原子力拍害から生じる契約外債務  

3．この規則において，「構成軋1とは，［連合上岡，アイルランド又は］デンマーク以  

外のすべての構成国をいう。  

第2条 普遍的適用  

この規則によって指定された法は，それが構成国の法であると否とにかかわらず，適用  

される。  

第Z章 統一規定  

第1節  

不法行為（tort又はdelict）か／〕生じる契約外債務に通用される規定  

第3条 一般規定  

1．契約外債務の準拠法は，損害の原因となる事実か発生した国にかかわりなく，かつ  

その事実の間接的な結果が生じた回ともかかわりなく，損害が発生した国又は発生す  

るおそれのある国の法である。   

2．前項の規定にかかわらず，責任を関われている満と被害者の両者が，迅吾が発生し  

た時に，同じ伺に常居所を有した場斜二は，契約外債務はその国の法によるし   

3．第1項及び第2項の規定にかかわらず，事件のすべての事情から，その契約外債務  

が別の国と明らかによ㌢）密接な関係があることが明らかな場合には，その別の国の法  

が適用される。別の国との明らかによー）密接な関係は，と〈に，当該契約外債務に密  

接に関連した契約のように，当事者間にすでに滞在する関係に基づいて認められる。  

第4条 製造物責任   

欠陥のある製造物によって・封き起こされた損害又は損害の危険から生じる契約外債務の  

八  
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開 法（54－2）314   

準拠法は，被害者が常居所を有する国の法である。ただし，責任を問われている者が，当  

該製造物がその者の同意な〈その国で市販されたことを証明できた場合には，責任を問わ  

れている者が常屠所を有する国の法が準拠法となる。本条は，第3条第2項及び第3項の適  

用を妨げない。  

第5条 不正競争  

1．不正競争行為から生じる契約外債務の準拠法は，競争関係又は消費者の集団的な利  

益が直接かつ実質的に影響を受ける，又は受けるおそれのある国の法である。   

2．不正競争行為がもっぱら特定の競争者の利益に影響を与える場合には，第3条第2  

項及び第3項を適用する。  

第6条 プライバシー及び人格に関する権利の侵害   

1．プライバシ【及び人格に関する権利の侵害から生じる契約外債務の準拠法は，第3条  

によって指定される法の適用が表現及び報道の自由に関する法廷地の基本原則に反す  

るときは，法廷地法とする。   

2．反論権又はそれと額似の措置の準拠法は，放送音叉は出版者が常宿所を有する国の  

法である。  

第7条 環境の侵害   

環境の侵害から生じる契約外債務の準拠法は，第3条第1．頃の適用によって決定される  

法である。ただし，被害者が、粗害の原凶となる事実が発生した団の法に基づいて請求を  

行うことを選択したときは，この限r）でない。  

第8条 知的財産権の侵害   

1．知的財産権の侵害から生じる契約外債務の準拠法は，保護が求められた回の法であ  

る。   

2．単一の共同体工業所有権の侵害から生じる契約外債務の場合には，関連する共同体  

文書が適用きれる。その文書によって規律されないすべての問題については，侵害有  

為が行われた構成国の法が準拠法である。  

第2節  

不法行為以外の行為から生じる契約外債務に適用される規定  

第9条 準拠法の決定  

1．不法行為以外の行為から生じる契約外債務は，当該契約外債務と密接に関連する契  
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約のように，当事者間にすでに有イ】てする関係に関連している場合には，その関係を規  

律する法による。  

2．当事者が，梢害の原因となる事実の発生当時，l「司・一の国に常居所を有したときは，  

契約外債務の準拠法はその国の法である。Jただし，本項は，第1項の適用を妨げない。  

3∴不当利得から生じる契約外債務は，その利得が生じた同の法による。ただし，本項  

は，第1項及び第2項の適用を肋げない。  

4．他人の事務Ⅰこ関してl［当な権限なく行われた行為から生じる契約外債務の準拠法は，  

その無権限の行為が行われた時に，受益苫が骨Ji－‡所を有した団の法である。ただし，  

他人の事務に関して正当な権限なく行われた行為から生じる契約外債務が，人又は特  

定の有休財産の物理的な保護に関係しているときは，その無権限の行為が行われた時  

に，′受益者または当該財産が所有：したl転1の法が準拠はである。本職は，第1項及び第  

2項の適用を妨げ号い。  

5．第1項，第2項，第3項及び第4畑の規定にかかわらず，事件のすべての事情から，  

その契約外債務が別の国と明らかにより密接な関係かあることが明らかな場合には，  

その別の国の法が適川される。  

6．本条にかかわらず，知的財踵権の分野におけるすべての契約外債務は，第8条によ  

る。  

第3節  

不法行為から生じる契約外債務及び  

不法行為以外の行為から生じる契約外債務に過川される共通規定  

第10粂 選択の自由  

1．当事者は，彼らの紛争が発止した後に合意することによって，第8条が適用される  

債務以外の契約外債務をその選択したはによらしめることを合意することができる）  

この選択は，明示的になされるか，又はその事件の事情により合理的な確実性をもっ  

て明らかにされなければならないハ この選択は，第三者の権利に影響を及ぼさない。   

2，損失㌢絞った当時におけるその事案の他のすべての要素が，選別された法が属する  

凶とは別のある軌こ付置するときは，当事舌の選択は，契約によって排除することが  

できないその同の法規の適用を妨げない〔，   

3．当事者の準拠法の選択は，その事案の他の要素が，撞失を被った当時，欧州共同体  

の構成国の一つに位帯していたときは，共H体法の規定の適用を妨げない。  

第11条 契約外債務の準拠法の過川範開   

この規則の第3条ないし第10条による契約外債務の準拠法は，とくに次の間題を規律す  
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る。   

a）責任：の要件及び範乱 行われた行為について責任を負う斉の決定を含む。   

b）免責事由，責任制限及び責任の分配   

り 賠償が勺・えられるべき傷害又は損害の＃在及びその種類   

d）裁判所が，その権限の限度半‖二おし、て，傷害又は損害を防止もしくは終了させるた   

め，又は賠償の提供を保障するために，その手続法の下で講じることのできる措置   

e）法iこよって規定されている範囲での根雪の評価   

り 賠償請求権か譲渡又は相続可能カー1壬子かの問題   

射 人身娼害に対する賠償権利者   

h）他人の行為に対する責任  

i）債務を消滅させる方法並びに時効及び出訴期限に関する規定。時効期間又は出訴期  

限の開始及びその期間の中断及び停．止二に関する規定を含む。  

第12条 優越的な強術規定  

1．この規則によって特定の第三国の法が準拠法となる場合に．その事案が密接に関連  

している別の同の法の下で，契約外債務の準拠法の如何にかかわらず適用されねばな  

らない強行規定が有／【三するときは，その限りにおいて，その回の強二行規定に効力をり▲  

えることができるしそれらの強行規定に効力を付与するか享子かの判断に当たっては，  

その性質及び目的並びにその適用又は不適用の結果が考慮されなければならない。   

2．この規則のいかなる規定も，法廷地法の規定か，当該契約外債務の準拠法の如何に  

かかわらず強才沌勺な場合には，それらの規定の適用を制限しない。  

第13条 安全及び行動規定   

准拠法の如何にかかわらず，黄任の判断にご当たっては，損害の原凶となる事実の発生し  

た他において，かつその当時に効力を有した安全及び行動に関する規定が考慮される。  

第14条 責任負扱者の保険者に対する直接請求   

責任を問われている斉の保険者に対して直接請求する被害者の権利は，当該契約外債務  

の準拠法による。ただし，被害者が，保険契約の準拠法に基づいて請求することを選択し  

たときは，この限りでない。  

第15条 代位及び多数者の責任  

1．ある省（「債権者」Jが他人（「偵務缶」）に対して契約外債権を有し，かつ第三者が  

債権者に支払義務を負っているか，又はその義務を履行して実際に債権者に支払った  

ときは，債権者が債務者に対して彼らの関係の全体又は一部を規律する法の下で有す  

る権利を，第三者が債務者に対して行使できるかチiかは，第三者の債権者に対する支  
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私義務の準拠法による。  

2．複数の者が同一の請利こ服し，かつその中の－一人が債権者に支払った場合も，同様  

とする。  

第16条 形式的有効性  

法的な効果を意図した，契約外債務に関する一方的な行為は，それが当該契約外債務を  

規律する法又はその行為がなされた国の法の方式要件を充たしている場合には，方式上有  

効である。  

第17粂 証明責任  

1▲ この規則による契約外債務の準拠法は，契約外債務に関して，法律上の推定を生じ  

せしめ，又は証明責任を決定する規定を含む場合に限り，それらの問題に適用される。  

2．法的な効果を意図した子f為は，法廷地法又は，その行為を方式j二有効とする，第16  

粂において指定されるいずれかの法が認めるすべての証明方法により証明することが  

許される。ただし，その証明方法は，法廷地で認められるものでなければならない。  

第3章 その他の規定   

第18条 国家領域の擬制（assimilation）   

この規則において，次のものは同家の領域とみなす。   

a）国家の領海外にある海底の一部，そのl二又は下にある天然資源の探査及び開発のた  

めの施設及びその他の設備。ただし，国際法により，その国が，その場所で大然資源  

を踪査し，開発する主権を有する場合でなければならない。   

b）その同において登錨された，又はその国によりもし〈はその国のために発給された  

出航許可状（1ettersdemer）もし〈はそれと類似の文書を保持する公海上の船舶。そ  

の船舶が，登録されておらず，又は出航許可状もしくは類似の文書を保持Lていない  

ときは，その回の国民が所有する公海＿上の船舶。   

C）その国において，もし〈はその囲のために登録された，又はその国籍簿（registerof  

nationality）に記載された飛行中の航空機。その航空機が，登録されておらず，又は  

国籍簿にも記載されていないときは，その回の国民が所有する飛行中の航空機。  

第19条 骨折所の擬制  

1．会社及び法人格のある又は法人格のないその他の団体については，主たる営業所   

（principalestablishment）を常居所とみなす。ただし，子会社，支店i）しくはその  

他の営業所の業＃において禍害の原因となる事実が発生し，又は韻書が生じたときは，  

その営業所が常居所に代わるものとする。  
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2．自然人の営業活動において，拍害の原閃となる事実が発生し，又は損害が生じたと  

きは，その自然人の営業所が常居所に代わるものとする。   

3．第6条第2項については，欧州共同体指令97／36によって修止されたものとしての欧  

州経済共同体指令89／552の意味においてその放送老が設立されている地が常居所に代  

わるものとする。  

第20条 反致の排除   

この規則によって指定されたすべての同の法の適用は，その国において効力を有する，  

国際私法規定以外の法規．定の通用をいう。  

第21条 不統一法国  

1．契約外債務に関してそれぞれ固有の法規定を有する複数の領域からなる国家につい  

ては，各領域を，この規則の下で準拠法を決定するために，国家とみなす。   

2．契約外債務に関してそれぞれ固有の法規定を有する複数の領域からなる国家は，単  

にそれらの領域の法の間での抵触については，この規則を適用する義務を負わない。  

第Z2条 法廷地の公の政策   

この規則によって指定されたすべての回の法の規定の適J削ま，その適用が法廷地の公の  

政策（公序）に明らかに反する場合にのみ拒否することができる。  

第23条 共同体法の他の規定との関係  

1．この規則は，欧州共同休設立条約文は次の欧州共同体諸機関の立法に含まれる規定  

の適用を妨げない。  

一個別問題に関して，契約外債務に関する法選択規定を定める立法  

1この規則によって当該契約外債務の準拠法とされた国の法にかかわりな〈適用され  

る規定を定める立法  

一法延地法文はこの規則によって指定された法の規定の適用を阻止する立法   

2．この規則は，次の共同体文書の適用を妨げない。個別問題に関するものであって，  

かつその文書によって調整された分野において，サービス又は物の供給をそのサービ  

ス提供者が設立された構成国の法に従わせる文書，及び，調整きれた分野において，  

他の構成国に起淑をもつサービス又は物を供給する自由を，限定された場合に限り，  

制限することを許容する文書。  

第24条 非補償的な（non－COmpenSatOry）組害賠借   

この規則によって指定された法の規定の通用は，それが，懲罰的な（exemplaryorpunitive）  

損害賠償のように，非補償的な扱菩賠償を認める効果をもつときは，共同体の公の政策に  
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反するものとするし  

第25条 既存の国際条約との関係  

この規則は，この規則が採択された時に構成国が当事周である国際条約で，個別問題に  

関して，契約外債務に関する法祇触現在を定めるものの過川を妨げないリ  

第4章 最終条項   

節26条 第25条で；Eめられた条凱のりスト  

1．構成国は，2004年6J】30‖までに，第25条でにめられた条約のリストを委員会に通  

知するものとするL、その期「］後においては，構成届は，それらの条約のすべての廃棄  

について委員会に通知するものとする｛）   

2．委員会は，第1項に定められた条約のリストを，正式なリストを受領してから6ヶ  

月以内に，欧州連合公報で公表する。  

第27条 効力発丑及び過川崎   

この規則は，2005年1†】1rlに効ブノを4二じる   

この規則は，その発効後に行われた行為から生じる契約外頂務に鹿川される。   

この硯Rりは，その全体について拘束力を布し，かつ欧州共同体設む集約に従いすべての  

構成国において底接適川されるノ  

［‥・］，ブリュ・ソセルにおいて作成された（1  

（1）「11山，安全及び有」法を備えた領地に関する1フムスチルダム条約の規定を最薫に実施するための   

理事会及び委員会の行動計画」（ActiollP】an（）ntheC（）unCilandtheCommissiononh（）Wbest   

toimplement thepTOVisionsoftheTreaty（〕fAmsterdam on an area offreedom，SeCurity   

andjus【ice），OJC19，23，1，1999．  

（2）1999年1OH16F］付け議長総折（PTeSidcncy cりtlClusi（）IIS）ポイント2ボないし39。  

（3）OJC12，15．1．20り1，p．1．  

（4）OJC12，16．1．2001，l）．1．  

（5）綿々の仙人条約ないしイイ属ノl二〔i了及び付帰属定共によ■，て修正され上条約の整理統ノ合された条文   

は，OJC27，26．1．19卵．p．34に公l＝りされている。  
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理由書（ExplanatoryMemorandum）  

1．はじ♂）に   

1－1 状 況   

EU条約2条によって，EU構成国は，l：1l＝」1，安全およびtI二義の領域としての連合を維  

持し発展させるという目標をl‘lらに課した。）それは，人のn血な移動が保障され，紛争当  

事者が，自国において享受するのと等しい便宜を掌せして ，すべての枯成田の裁判所およ  

び当局の前で彼らの権利を主張することのできる領域である。   

良のヨーロッパの法実施地域 し1aw－enforcementarea）を樹正するために，共同体は．  

EC設立条約61条C訪および65条のFで，城内市場が適二田こ機能するために必要な限りに  

おいて，民事における司法協力の分野に関する措置を採択することができる。1999年10月  

15し＝かよぴ16【】，タンベレ欧州理事会は，EUにおける司法協力の礎石として相力二承認原  

則（mutualrecognitionprinciple）を承認L7：（1）。そして，理事会および委員会は，20O0  

年12月までに，相互承認原則を実施するための招i引こ関するプログラムを採択することが  

求められた。   

2000年11月30日に理事会で採択された，民事及び商事における判決の相互承認原則せ実  

施するための措置に関する委員会及び王町事会共同プログラム（2）は，次のように述べている。  

すなわち，抵触規則の調和に関する括持引ま，しばしば裁判管轄および判決の承認および執  

行に関する文書と同じ文吉の中に組み入れられており，実際に判決の相互承認を芥易にす  

るのに役二立つ，と。構成国の裁判所が実際の事態に適梢される法を決定するために同一の  

抵触規定を適用するという事実は，他の構成届＝こおいてTごされた裁判にノ対する相圧の信紙  

を強化し，中間的な再審査のない判決の針山な往来というより長期の上l標を達成する上で  

極めて重要な要素である。  

12 ECにおいてすでに実施されている国際私法に関する文書と♂）補足性  

（Complementarity）   

この発議は，1960年代末に始まった比率ぶよ研甘利こおける国際私法のECにおける調  

和に関係してしゝる。1968年9）1271r，EECの6構成FE＝ま，EC条約293条（rH220条）の第  

4インデントに基づいて，民事及び商事における裁判管轄北びに判決の承認及び執行iこ関  

する条約（ブリュッセル条約）を締結した。この条約は，すでにEC条約で述べられてい  

た，次のような考えに基づいて作成された。すなわち，兵通市場の設二＼王は，いずれの構成  

国で卜された判決もできる限り承認，執行されるという可能性を含意しているということ  

である。その目標の達成を容易にするために，ブリュッセル条約は，同一囁を越えた紛争を  

審理し，判断する管轄を持つ裁判所が属する構成国を決定する規則を定めることから始め  

ている。   

裁判所の管轄を規律するルMルが存イ1するという単なる事実は，訴訟の本案が審理され  
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る事件の結果についての合理的な子兄吋能性を生むものではない。ブリュッセル条約およ  

び200】年3月1日付けで同条約に代わった「ブリュッセルⅠI」規則（3）は，裁判所の選択を訴  

訟当事者に許すいくつかの選択肢を含んでいる。このことの危険は，当事者が，単に当該  

国の裁判所で適用される法が自分に有利であるという理由だけで，別の構成国ではなく，  

ある構成国の裁判所を選択するという点にあるっ  

な－ぜ1967年に共同体における抵触法に関する規定の法典化の作業が開始されたのかは，  

以上の理由による。委員会は，1969年に2度の専門家会議を開催した。そこでは，共通市  

場の働きに最も大きな影響をもつ問題，すなわち有休および無体財産権の準拠法，契約お  

よび契約外債務の準拠法，そして法的文書の方式に最初に焦点を合わせることが合意され  

た。1972年6月23日，専門家会議は，最初の契約および契約外債務の準拠法に関する条約  

準備草案を提出した。連合王臥 アイルランドおよびデンマークの加入に従って，1973年  

にグループは拡大され，そのために進行は遅くなった。1978年3月，合理的な期間内に交  

渉をまとめるために契約債務に集中すること，および契約外憤激に関する第2条約について  

は後日交渉を開始することが決定された。  

1980年6月，契約債務の準拠法に関する条約（，ローマ条約）が署名に開放され，同条約  

は1991年4月1日に発効した（4）。署名当時にはEC条約には適切な法律上の根拠が存在L．な  

かったので，同条約は伝統的な国際条約の形式を採っている。しかし，同条約は，その補  

足性が前文で明示的に言及されていることからも，ブリュッセル条約の不可欠な付加物と  

考えられたので，〔EC条約」293粂（旧220条）に革づいて採択された文書と同様に扱われ，  

共同体C7）成果（Community acquis）の不可欠な一部である。  

ブリュッセル条約とローマ条約との間には，適用範囲の点で，前者は契約債務と契約外  

債務の双ガをカバーーし，後者は単に契約債務のみを対象としているという実質的な相違が  

あるとすれば，一般に「ローマⅠI」として知られる提案された規則は，共同体における，  

民事および商事における契約債務と契約外債掛こ関する国際私法規定の統一の自然な拡大  

といえるであろう。  

13 マーストリヒト条約およびアムステルダム条約の下での1990年代における作業  

の再開   

マーストリヒト条約によるEU条約K．1条6号は，民事における司法協力をEU構成国  

の共通利益の分野に分類した。1996年7月1ヒJから1998年6月30「1までの期間について，  

司法および内政の分野における協力に関する優先事項を定めた1996年10月14日の決定（5）にお  

いて，理事会は，欧州理事会によって設定された巨］標を遂行する上で，上記の期間，特定  

の優先分野に集中する予定であることを表明した。その分野には，「契約外債務の準拠法に  

関する条約を作成する必要性と可能性に関する議論を開始すること」が含まれていた。  

1998年2月，委員会は，構成国に対して，契約外債務の準拠法に関する条約案について  

の質問書を送付Lた。議長国オーストリアは，この質問書に対する回答を検討するために  
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4回の作業会議を開催した。その結果，すべての構成国が契約外債務の準拠法に関する文  

書の方針を支持することが確かめられた。同時に，委月会は，契約外債務の準拠法に関す  

るヨーロッパ条約の実行可能性を調査するというヨーロッパ国際私法グループ（GEDIP）  

が提案したグロナウス・プロジュクト（61二財政的な支援を行った。同条約は，条文案の形に  

まとめられた（7）。理事会の「ローマⅠI」アド・ホック作業部会は，1999年中，ドイツおよび  

フィンランドの議長国の下で，議長国オーストリアによる条文案と国際私法グループの提  

案した条文案を検討するために，継続的に会合を開いた。い〈つかの抵触規則について黄  

初のコンセンサスが明らかとなったが，この規則案は当然にそれを反映している。  

1999年5月1日に発効したアムステルダム条約は，民事における協力を協同体に関連す  

る部分に移動させたので，1998年12月3日，司法及び内政理事会は，自由，安全および正  

義の領域に関してアムステルダム条約の規定を最善に実施することに関する理事会及び委  

月会の行動計画を採択した（8）。行動計画は，法的安定性および司法への平等なアクセスとい  

った諸原則がとりわけ「準拠法の明確な指定」を必要とすることを思い起こさせ，そのポ  

イント40において「次の措置は，条約発効後2年以内に行われるべきである。（b）契約外債  

務の準拠法に関する法律文書の作成（ローマⅠⅠ）」と規定している。   

2002年5月3日，委員会は，司法及び内政部局長が準備した「ローマⅠI」規則について  

の最初の準備実について関係諸団体に意見照会を行った。この意見照会は非常に広範な反  

応を呼び起こし，委月会は，構成国，学軋 産業団体および消費者団体の代表から80件ほ  

どの書面による回答を受け取った（g）。文書による意見照会手続きに続いて，2003年1月7日  

には，ブリュッセルで公聴会が行われた。本提案は，委月会が受け取ったこれらのコメン  

トを当然に反映している。  

2．欧州議会及び理事会規則の提案   

2－1一般的目的準拠法に関する解決の予測可能性の改善   

本規則案の目的は，契約外偵務に関する抵触法についての構成国の規定を標準化し，そ  

れによって「ブリュ、ソセルI」および1980年のローマ条約によって協同体においてすでに  

順調に進められている民事および商事債務に関する国際私法の調和を拡大することである。   

抵触規則の調和は，実質法の調和とは区別されねばならず，債務の準拠法を決定するル  

ールの統一を追求する。この方法は，国境を越えた紛争の解決にと〈に過している。なぜ  

ならば，その方法は，合理的な確実性をもって，法廷地とは無関係に当該債務の準拠法を  

定めることによr），ヨーロッパの正義の領域を発展させる助けとなりうるからである。あ  

る事件について管轄を持つ可能性のあるすべての構成国の裁判所のしばしばきわめて多様  

な抵触規定を検討しなければならない代わりに，この提案は，当事者が一組の抵触規定だ  

けを検討するにとどめることを許し，か〈して訴訟費用を減らし，解決の予測叶能性と法  

的な安定性を押し上げることになる。   

このような→般的な所見は，と〈に契約外債務のケースでは適切である。域内市場にと  
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って，それらのケー∵スの重要竹は，あれこれの特別な側面（たとえば，製造物着任や環境  

責任）を規律する現行のまたは準備中の部Il［1ごとC7）文書（sectora＝nstrument）から明ら  

かである。実質値務汰の接近は萌芽的なものに過ぎなし－。共通の原則にもかかわらず，構  

成国間にはまだ大きな椰迎がイJ二在している。と〈に，それは次の問題に関するものである。  

すなわら，厳楕責任と過失責任との境牒線，肛掛肛．1言：J；よぴ；打1当事者の損害に対する補  

償，第：二三苫一損害を含む非財産的捕′占に対する補償，被った現実損害を超える賠侶（懲罰的  

損書賠償），未成年者の責任，そして峠効期胴」である∴委H会によって実施された意見照会  

の中で 席業界の代左は，これらの相違が城内rr］‾場において基本r】くノな自由を行使すること  

を困難にLていると述べている。彼らは，実質法の調和が短期には達成されないことを理  

解しており，解決のナ測叶能件を改善するための根触法規則の重要性を強調している。   

砥触法規定の比較法的分析によれば，現在の状況は経済従事者の予測可能性の宴求に合  

致しておらず，その相違は，ロー1マ条約によって調和が達成される以前の契約の場合に比  

べて著Lく人きいことが分かる。たしかに，構成国はほとんどすべて，不法行為はそれが  

犯された他の法によって規律されるという不法行為地法に最高の地位を与えている。しか  

し，このルールの過川は，侵一＃事実が生じた地と損失を被一ノた地とが複数の国に分かれる，  

いわゆる「複合的な（colnplex）」什広行為として知られる事例では，問題がある‖n〉。国境  

を越えた契約外傾務の事例にムける不法有烏地法主義の実際の影響力に関しては各同法の  

問‖こも相違がある。一郎の構成卜別ま手員告を発丑させた事実が生じた国の法を適用するとい  

うイ云純的な解決を依然として採用しているのに対して，最近の発展は，山般的に，損書二を  

被った回の法を支持する傾l妬二ある。しかし、ある構成国の現わ怯を理解するためには，  

侵害事実と損害の発生のいずれが有力な二要素かを確かめるだけでは十分ではない。原則規  

には，他の基準との組み合わせを必要としているL、構成l二可の多くは，蠍告がl二l己に最も有  

利な法を選択することを許している。他人 他の構成せは，脱則規定として，あるいは個  

別事案で腫則規定が不適切な結果となる暢釦こ例外的に，事案が最も密接に関係する国の  

決定を裁判所に委ねている‘⊃ 一般的に≠i／つて，人多数の構成国は，樵々の解決を時として  

複雑に組み合わせるん法を月巨、ているし〕解決の相違はともか〈，それらの解決の分かl）や  

すさは，削二いくつかの構成田が抵触法規Rlほ法典化したという事実によっては改善され  

ていない。他の構成国では，解決は，扱判仰の判決によって徐々に明らかとなるだけであ  

り，とりわけ特殊なイこ法行為に関しては，しばしば不明確なままである。   

一組の統一的なルールによって15以卜の【上l々（1＝の抵触はシステムを取り替えることが，  

法的安定性の見地から，経済従車者およぴ・′一般公卿ことって著しい進捗を意味することは  

疑いない。   

次に必要なことは，裁判所の国際管轄を規律する規定との関係で抵触規定を分析するこ  

とである。「70りエッセルI」規則2条によって規完されている扱むの常屠所地に対する裁  

判所の原則管轄♂）他に，5粂3項は，イく法行為および準不法行為に関して「侵害事実発生  

地の裁判所」という形で特別な符轄の項L］を定めている。EU裁判所は，侵吉行為が行わ  
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れた地と損失を被った地とがHじでない場合，原告の選択によって，被苓－はそれノ）の他の  

いずれの裁判所においても訴えられうると常に判ホしている（】2）。、たしかに，裁判所は．い  

ずれの地も証拠および手続の尉＝二ての点で薫要と考えられるから，その二つの地がいずれ  

も管轄にとって意味ある連結素となりうると認めているが，しかL，原告が複数の法廷地  

を利川できるということが法廷地漁りの危険をごl二むこともまた確かである。   

本規則案は，ある法律関係に適用される規定をあらかじめ，とくに提案された統一規定  

がEU裁判所から統一的な解釈を一受け取るときには．合理的庖確実性をも／つて，当事者が  

決定することを許すであろう。したがって，この発議は，法的安定性を高め，城内市場が  

適正に機能することを促進するために甘、ンニつであろうし それはまた，裁判外での紛争処理  

を谷易化する措置に関するEU＝委員会のプログラムの中にも含まれる。なぜならば，当事  

者が彼らの状況について明確な視野をもつという事実は，それだけ和解に至ることを容易  

にするからであるり   

2－－2 法的基礎   

アムステルダム条約が発効してからは，祇触規定はEC条約61条Cぢ一によって規律され  

ることになった。20し）3牢2JJlllに発効したニース条約によって改ILされたように，EC  

条約67条によれば，規則は，EC条約251条によって規；三された共同決定手続により採択さ  

れることになろう。   

65条l〕号は，「渉外性をもつ上e事のiiはさ協力の分野において採択されるべき措苗には，域  

内市場が通止に機能するために必要な限りで，次のものが含まれる。抵触法に関して構成  

国で適川きれている規定の統「・の促進」と規定してし、る。   

共同体のむ法機関は，この規定を肉イーナけする権限と，ある措置が域内市場が適正に機能  

するために必要か才子かを決定する裁量権をもっている。理事会は，1998年12月3r1のウィ  

ー「ン行動計画13）を採択する際に，この権限を行使した。そのポイント40（c）がはっきりと「ロ  

ーマIl」史書を要求しているのである。   

抵触規定の調和は，域内l†f域における凶境を越えた訴訟に巻き込まれた経済従事者と個  

人との間の平等な取扱いの促進に役立つ。それはまた，匡際的な裁判管轄および判決の相  

軋承認を規律するルーールに関して「プーリュッセル1」規則によ′つてすでに達成きれた調和  

に対する不可欠な付属物である。15以卜の異なる砥触規則のシステムが存在するとすれば，  

異なる構成国AおよぴBの∴つの会社がC匝lの第二の会社との間の同→の紛争をそれぞれ  

目固の裁判所に提起した場介，その紛争には異なる抵触規定が迫川されることになるであ  

ろう。それは，競争の歪みを引き起こす叶能性がある。また，そうした歪みは，従事者に  

法廷地漁りを誘うことも考えられる。   

しかし，また，抵触法の調和は，商事および昆事における判決の相互承認原則の実施を  

谷易にする。粕力二承認プログラムは＝H），他の構成国でFされた判決の承認についてのl中間  

的な措置の削減および凝終rl勺には廃止を必要とする。しかし，すべての中間的措置を除去  
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するには，構成国間にある程度の相克二信頼があることが必要である。そうした相互イ言束酌ま，  

もしも構成国の裁判所が同じ状況に同じ抵触規則を仝〈適用しないとすれば，考えられな  

い。  

本規則案が適用される事項を対象としているEC条約第4部は，それに関する議定書に  

よってデンマークには適用されない。また，連合王国およぴアイルランドについても，そ  

れらの国々が，条約に付属された議定書に定められた条件で，発議に参加する選択権（オ  

フつト・イン条項）を行使しなければ適用されか－。1999年3月1日の理事会会議（司法及  

び内政部）では，これら二つの構成国は，民事における司法協力に関する共同体の活動に  

全面的に参加する意思を表明している。また、これらの国は、アムステルダム条約発効前  

のアド▲ホックな理事会作業部会の作業に全血的に参加している。  

23 比例性および補完仲原別の点からの提案の正当化  

抵触法を統一するという方法は，完全に補完性および比例性原則を尊重している。なぜ  

ならば，それは，国内法の実質規定の調利を求めることな〈法的安定性を高めるからであ  

る。  

文書の選択について，補完性および比例性原則の適用に関する議定書のポイント6が，  

「他の条件が等しいときは，指令は規則に優先されるべきであり，枠組みに関する指令は  

詳細な措置に優先されるべきである」と規定している。しかし，本提案の目的のためには，  

規則が最も適切な文書である。本提案は，準拠法についての統一規定を定めている。それ  

らの規定は，詳細かつ止確で無条件であー），それらを国内法に移し替えるために構成国に  

よる措置を何ら必要としない。したがって，それらの規定は自動執行的である。これらの  

規定の性質は，法的安定性と一定の法律関係の準拠法に関して採用される解決の予見可能  

性を高めるという，それらの規定のために設定された目的の直接的な結果である。もしも  

構成国がこれらの規定を移し替える際に巧妙に手を加える余地があるとすれば，不安定が  

再び法の中に持ち込まれることになろう。そして，それはまさにどんな調和も廃されると  

いうことである。したがって，規則が，構成国における統一的な適用を保証するために選  

択されなければならない文書なのである。  

3．個別規定  

1条 事項的適用範岡  

ブリュッセル条約およぴ「ブリュッセルI」規則と同様に，本規則案も民事および商事  

六 九 債務を対象としている0これは，EU裁判所によって解釈されてきた共同体法の自主的な  

概念である。このことに言及することは，「‾7一リエッセルI」規則，ローマ条約および本規  

則案が民事および商事債務に関する国際私法の一般的な分野をカバーする一貫した一組の  

文書をなしていることを明確にする。  

本規則の適用範囲は，第2項に列挙された事項に関するものを除〈，すべての契約外憤  

54   



開 法（5412）302  

務に及んでいる。契約外債務には二つの主要なカテゴリーが含まれる。すなわち，不法行  

為から生じるものと不法行ノ鞄以外の事由から生じるものである。第一のカテゴリーは不法  

行為に関する債務からなり，第二のカテゴリーは，し、くつかの法域において，「準不法行為」  

または「準契約」と呼ばれるもの（と〈に．不当利得と無権代理または事務管理を含む）  

に関する債務からなっている。後者のカテゴリ→は，第2節によって規律される。しかし，  

契約債務と不法行為に基づ〈頂務との境界線は，すべての構成国で一致しておらず，ある  

紛争，たとえば予約責任，契約締結上の過失または債権者取消権の場合にローマ条約か本  

規則案かし、ずれの文書が適用されるべきかについて疑念が生じるかもしれない。EU裁判  

所は，ブリュッセル条約の5条1項と3項による請求におし－て，不法行為事件は契約事件，  

それは厳格な文言で定義されなければならないが，それとの関係では残余的であるとすで  

に判断している（15）。本規則案の解釈に際しても，裁判所は，疑いなくその分析に磨きをか  

けることであろう。   

規則案は，法の抵触が問題となるすべての状況に適用される。すなわち，一同の国内的  

な社会生活とは異質な一つまたは複数の要素が存在し，複数の法システムの通用を必要と  

する状況である。1条2項によれば，次のものが規則案の適用範開から除外される。   

a）家族またはそれと類似の関係から生じる契約外債務：家族における債務は，一般に，  

不法行為から生じるものではない。しかし，扶養債務の支払いの遅滞によって引き起  

こされた損害の賠償請求の事例のように，そうした債務が，時として，家族関係の中  

で現れることがある。それらの債務は3粂3項の例外条項（同条項は，そうした債務  

をその基礎となっている家族関係と同一の法の下に置〈という「派生的な連結（secondL  

aryconnection）」の方法に明示的に言及している）によって規律されるという理由か  

ら，それらも規則の適用範開に含めることを提案する論者もあった。家族法に関して  

は共同体内にこれまでのところ統一的な抵触法のルールが存在しないことから，そう  

した関係から生じる契約外債務を規則案の適用範囲から除外するほうが望ましいと考  

えられた。   

b）夫婦財産制および相続との関係で生じる契約外債務：これらは，a）号と同様の理  

由で除外された。   

C）為替手形，小切手，約束手形およぴその他の流通証券から生じる契約外債務，ただ  

し，その他の流通証券から生じる債務は，その流通性から生じる場合に限る二本号は，  

ローーマ条約1条2項C号を引き継いでいる。ここでも，GiulianD－Lagarde報告書（16）で  

述べられていることと同じ理由で，本号が組み入れられている。すなわち，規則はこ  

れらの債務に対する適当な文書でないこと，1930年6月7日および1931年3月19［］の  

ジュネーブ条約がこの事項のほとんどを規律していること，およぴこれらの債務は構  

成国において統一的に扱われていないことである。   

d）全社またはその他の法人もし〈は法人格のない団体の債務に対する役月および社月  

自身の個人的な法律上の責任，および会計書類の法定監査を実施することに責任のあ  
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る個人の個人的な法律．L二の責任：この間題は，誰の経常管理が責任の問題を引き起こ  

すかという点との関係で，合札またはその他の法人もし〈は法人格のない団体に適用  

されるそれらの用休を規律する法と切り離すことはできないからである。  

e）信託の設定者，受託者および受益者間の契約外債務：信託は，独自の制度であり，  

すでにローマ条約で除外されているように，本税別の適用範囲からも除外されるべき  

である。  

f）原子力損害から生じる契約外偵務：この除外は，利害関係のある経済的利益と国家  

利益の重要性，ぶよぴ1g60年7月29t］のパリ条約，1963年1月31日のブリュッセル補  

充条約，1963年5月21日のウィーン条約，1997年9月121二lの補充的補償に関する条約  

および1988年9月21日の議定書によって確立された原子力責任の田際的なスキームに  

おける原子力損嘗に対する補偶のための措置に対する構成国の貢献によって説明され  

る。  

これらは例外であるから，その除外は厳格に解釈されなければならないであろう。  

木規則案は，証拠および手続きの規定に関するローマ条約1粂2項h号の除外を引き継  

いでいない。上記の例外を条件として，これらの規定が法廷地法の事項であることは，11  

条から明らかである。これらの規定は，本規則の適用範囲から除外される契約外債務のリ  

ストには場違いであろう。  

2条 普遍的適用  

2条によれば，本規則は普遍的な規則である。すなわち，統一的な抵触規定はEUの構  

成国の法も第三国の法も指定することが可能である。  

このことは，抵触法に関する確固として定着Lた法原則であり，すでにローマ条約，ハ  

ーグ会議で締結された諸条約および構成国の国内法のlいに存在している。  

「ブリュッセルl．と本規則案との間に補完性があるとするならば，後者の普遍性は，  

共同体の訴訟当事者間における競争の歪みを避けるものとして，域I和1i場が嵐山こ機能す  

るために必要である。「ブリュッセルl」規則が被告がある構成国の領域内に常居所を有す  

る場合と彼が第三国に常居所せ石する場合とをあらかじめ区別しているとしても（17），同規  

則は，それでもなお，純粋に「∃引司体内」の事案と「外国的」要素を含む事案の双方を規  

律している。とりわけ，承認および執行の規定については、「ブリュッセルl」規則の通用  

範囲内に含まれる，構成国の裁判所によって卜されたすべての判決が簡易化された承認お  

よび執行の仕組みによる資格が認められている。したがって，当該判決が構成国の法か第  

宝 三国の法のいずれの法に基づいて判決されたかはほとんど影響をもたないD管轄の規必二  

ついても，「ブリエッセル1」規則は，板書が共同体の領域外に常属所を有する場合にも適  

用される。紛争か専属管轄規定に該当する場合（1即，裁判所の管轄が裁判管轄条項に由来す  

る場合（19，，被告が進んで応訴した場合（20）および訴訟係属（1itpendens）規定が適用される  

場合（21）がこれにあたる。また，一一般的に，4条2耳lが，被告が第三国に常屠所を有する場  
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合，原告は，構成国に常屠所があれば，国籍の如何にかかわらず，その常居所他国の法外  

な規定に頼ることができると明記している。「ブリュッセルI」規則が「共同体内」の事案  

と「共同体外」の要素を含む事案の両ノJ■に適用されることは，これらすべての規定から明  

らかである。   

したがって，求められなければならないことは，たとえ純粋に「共同体内」でない事案  

においても，共同体の訴訟当番制二村しで平等な取扱いをすることである。もしも15以」二  

の異なる抵触規定のシステムが布イl：し続けるとすれば，異なる構成同AおよびBの二つの  

会社がC国の第二の会ネ上との間の同一の紛争をそれぞれ自国の裁判所に提起した場合，そ  

の紛争には異なる抵触規定が適用されることになり，それは，純粋に共有］体内の事案にお  

けると同様に，競争の歪みを引き起こすことになろう。   

さらに，「共同体内」と「共l舶寸外」の紛争を分けることは，今ではもう不自然である。  

たとえば，最初は単にある構成国の国民と第三国の国民に関する紛争が，たとえば，共同  

体の当事者が別の構成国で設二、1された保険会計と結合したケ，当該傾潮が譲渡された場合  

のように，その後複数の構成国に関する紛争に発展した場合，それをどのように評すべき  

であろうか。今や域打直場における経済関係が絡み合っている範囲を前提とすれば，すべ  

ての紛争は潜在的に共同体内の佐相をもっている。   

そして，書面による意私服会の問に法律専門家1一裁判所と弁護士の双方・によって委員  

会に提出された証拠は，純粋に実務的な理由で，国際私法一般およぴとくに抵触規定か高  

度に複雑なものと理解されていることを強調している。この複雑さは，もしもこの措置が  

抵触規定の法源を二重にするという効果をもったとし，実務家が今度は，共同体の統一規  

定だけでなく，共†り休の領域と要求されたような関係のない事案では異なる国内規定も扱  

わなければならないとすれば，▲層人きなものとなるであろう。したがって，本規則案の  

普遍的性格は，法的安竃性への配慮と平明な、工法を優遇するEUの公約に合致している。   

3条 一般規定   

3菜は，不法行為から生じる契約外債務の準拠法を決定するための一般規定を定めてい  

る。同条は，それに続く条文が特別規定を定めていないすべての債務を対象としている。   

不法行為地法主義を確認するに際しての委員会の目的は，法的安定性を保証し，責任を  

問われる者と損害を被った者との間に合埋的な均衡をとるように努めることである。また，  

ここで採用された解決は，構成国の抵触規定における黄近の発展も反映Lている。   
1項 一般規定   

3条1項は、直接的な拍吾が発生した地または発生する叶敵性のある地の法を基本規定  

として採用している－⊃たいていの場合，これは被甘者側当事者の屑・任地国の法と一致するく）  

「発生する可能性のある」という表硯は，本規則案が，「ブリュッセルI」規則5粂3項の  

ように，禁止的差し止め命令の講求のような予防的訴訟をも対象とLていることを示して  

いる。  
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間接的な損害については，もしそれがあったとしても，それを被った地は準拠法の決定  

には無関係である。たとえば，交通事故の事案で，直接損害の発生地とは，別の国で生じ  

た財産的もしくは無形の損害とはかかわ「）なく，衝突か起こった地である。ブリュッセル  

条約に関するある事件で，EU裁判所は，「侵害事実発生地」は，別の締約国で発生し，被  

害者が被った最初の損害に続いて発生した財産的損害を彼が被った地を含まないと判示し  

ている（22）。   

この規定は，損害が複数の国で発生した場合，ドイツ法の「モザイク的観察」を通用し  

て，関連するすべての国の法が配分的（onadistributivebasis）に適用されるということ  

を当然に伴っている。   

また，本規則案は，構成国の抵触規定における最近の発展を反映している。いくつかの  

構成匡＝こおいては法典化がなされていないので，15カ国を越える諸国について明確に答え  

ることは不可能であるが，最近法典化が行われた構成国では損害発生地法への連結が採用  

されている。この解決は，オランダ，連合王国およぴフランスに当てはまるが，スイスに  

おいても適用されている。ドイツ，イタリア，ポーランドでは，被害者が他にもある中か  

らこの法を選択することができる。   

3条1項の解決は，法的安定性への配慮を満たしている。この解決は，「侵害事実」発生  

地を原則規定として採用していた1972年の条約案における解決とは異なっている。しかし，  

EU裁判所は，「侵害事実」は行為自体と結果としての損害の両方に及ぶと判示している。  

この解決は，国際的裁判管轄という特別の対象を反映しているが，合理的な安定性をもっ  

て，当事者が，彼らの事案に適用される法を予測することを可能にするものではない。   

本規定はまた，関連する様々な利益間に合理的な均衡をもたらす必要件を反映している。  

委員会は，自分にとって最も有利な法を選択する選択権を被害者に与える，被害者優遇の  

原則を原則規定として採用しなかった。この解決は，被害者の合理的な期待を超えており，  

規則案の一般的な目的に反して，法的な不安定を再び持ち込むことになると考えられる。  

したがって，3粂の解決は，損害を発生させる事実が発生した地の法を適用するという解  

決と被害者に選択権を与えるという解決の二つの極端な解決の間の折衷案である。   

3条1項は，損害と準拠法との間の客観的な連結を成立させるが，さらに民事責任法の  

現代的な考え方を反映している。すなわち，その考え方は，前世紀の前半におけるように，  

過失に基づく行為に対する制裁に向けられるのではもはやなく，今日では，無過失の厳格  

責任制度の急増からも分かるように，支配的なのは補償機能である。   

しかし，この原則規定の通用は，事案が損害発生地回と希薄な関係しかない場合には，  

不適切かもしれない。したがって，以下の規定が，特定の一状況では，原則規定を排除する。   

2項 共通屈・任地法   

2項は，責任を問われる者と損害を被ったと主張する者が同一国に常居所を有する場合  

には，その国の法が適用きれるという特別規定を導入している。これは，特別規定による  

か，あるいは裁判所によって適用される連結素に関するルールによって，ほとんどすべて  
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の構成国で採用されている解決である。また，この規定は，両当事者の止当な期待を反映  

している。   

3項 一般的例外と派生的連結   

ローマ条約4条5項と同様に，3項は，当該事案の重心を反映する法を適用するために，  

裁判所が厳格なルールを個別事案に適合させることができることにすることによって，あ  

る程度の柔軟性を持ち込むことを臼的とした一般例外条項である。   

この条項は，適用される法につし－てある程度の予測不能を生じさせるので，それは例外  

にとどまらなければならない。ローマ条約の経験，それは推定を並べることで始まってし－  

るが，それによれば，し、〈つかの構成国の裁判所は，事実上例外条．噴から始める傾向にあ  

ー），これらの推定から出発するよりも，むしろ近接件の基準に最も良く合致する法を探し  

求めることが知られる（23）。本規則案の3条1項および2．項の規定がルールの形で起草され、  

単なる推定の形によらなかった理【如ま，以上の点にある。例外条項が芙際にも例外でなけ  

ればならないことを明確にするために，3項は，当該債務が別の国と「明らかにより密接  

な関係があること」を要求している。   

その場合に，3項は，たとえば当事者が既存の関係によってすでに関係をもっていると  

し－う事実を裁判所が指針とすることを認めている。これは，厳格な規定によって指定され  

た回以外の国と明らかにより禽接な関係があるか否かを決定するために考慮することがで  

きる→つの要素である。しかし，既存の関係の準拠法が自動的に適用されるわけではない。  

裁判所は，当該契約外債務と既存の関係の準拠法との間に重要な関係があるか否かを判断  

する一定の裁量をもっている。   

条文は，既存の関係は当該契約外債務と密接に関係している契約の場合に認められ得る  

と述べている。この解決は，とくに，同一当事者間に契約債務と契約外債務の両方を認め  

る法システムをとっている構成国にとって興味深いものである。しかし，この条文は，交  

渉の決裂や契約の無効の場合のように，まだ計画されていただけの契約関係あるいは家族  

関係を裁判所が考慮することを許すのに十分な柔軟性をもっている。彼らのすべての関係  

に同一の法を適用することによって，この解決は当事者の正当な期待を尊重し，健全な司  

法の運営の要請に合致している。さらに技術的な点で，その解決は，まったく同じ関係が  

ある構成国では契約法の対象とされ，別の構成国では不法行為法の対象とされるという事  

実の結果を，EU裁判所がそうした事案に対する自主的な回答を見いだすまでの間，軽減  

することができるということを意味している。同じ推論は，すでにロー1マ条約10条1項e  

号の特別規定の対象とされてし、る契約の無効の結果についても当てはまる。いくつかの構  

成国はこの条文について明示的に留保を表明しているが，派生的な連結の手法の利用は，  

二つの異なる文讃＝の適用から生じるかもしれない困難を克朋するであろう。   

しかし，既存の関係が消費者契約または雇用契約からなり，かつ当該契約が消費者の常  

居所地，雇用契約が通常履行される地，あるいは例外的に，披用老が雇われた他の法以外  

の法を選択する法選択条項を含んでいる場合，派生的な連結の手法は，そうでない場合の  
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準拠法上の保碓を弱者である当事者から奪うという意味をもつことはできない。規則案は，  

この趣旨の明示的な規定を含んでいない。その理由は，その解決は，すでにローマ条約の  

保護規定♂）中で暗に示されていると委員会は考えたからである。すなわち，同条約の5条  

および6条は，派生的連結が契約外債務に関して当事者の選択を有効にするとしても，彼  

らの選択が契約に関しては少なくとも部分的に無効な場合には，それらの規定の目的を達  

成しないであろう、と。  

4条 製造物責任  

4粂は，欠陥製品によって惹起された損害の場合の契約外債務について特別規定を導入  

している。4条の意味での製造物および欠陥のある製造物の定義については，指令85／374  

の2条およぴ6条が適用されるであろう（24）  

指令85／374は，厳格責任，すなわち無過失責任に関して構成国の実質法を接近させた。  

しかし，構成国は一定の選択権を行使することが認められているので，完全な調和は存在  

していない。この指令は，被害者が常に依拠することができる過失責任に関する国内法に  

は影響を及ぼさず，特定の椎難の娼害だけを対象としている。4条の特別規定の適用範囲  

は，結果として，指令85／374の適用範周よりも広いしなぜならば，同条は，指令に由来し  

ない製造物責任を規律する純粋に国内的な規定に基づく．挿訟にも適用されるからである。  

当事者のjE当な期待の尊重の他に，製造物責任に関する抵触規定は，考えられる連結素  

（製造者の本拠，製造地，最初の市販地，被害者の取得地，被害者の常屠所）が広範に分  

散していることを反映しなければならない。そして，そのような分散は，国際取引，観光  

そしてEU内における人と物の移動の発展によって際二＼ンニっているのである。直接税菩の発  

生地にのみ連結することは，この場合には適切でない。なぜならば，そのようにして指定  

された法は，真の事情とは無関係であり，製造者にとって予測することができず，被害者  

に対する十分な保護の源泉とならない可能性があるからである（25）。  

したがって，特別規定をもつ諸抑ま，その国の法が準拠法とされるために複数の要素が  

同じ国にあることを要求する規定を定める傾向にある。これは，5つの構成凶で施イ1二され  

ている（26），1973年の製造物責任の準拠法に関するハーグ条約で採用されているアプローチ  

でもある。本規則案25条によれば，同条約は，本規則が発効する時にそれを批准していた  

構成国では依然として効力をもちつづけることになるであろう。1973年の条約は，製造者，  

生産甘，供給業省および修理業者の責任の準拠法を，次の要素を複雑に配分し，あるいは  

組み合わせることで決定している。すなわち、損害発生地，被害者の常居所地，製造者ま  

たは生産者の主たる営業所所在地，製造物の取得地である口  

本規則案は，当該係争事項に固有の特殊な制約を認識しているが，それにもかかわらず，  

規定が不必要に複雑であることを避ける必要からJll発している。  

4粂によれば，準拠法は，基本的に，拍害を披・つた者が常低所を有する閻の法である。  

しかし，この解決は，当該製造物が責任を問われている者の同意によってその国で市販さ  
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れたことを条件としている。同意がないときは，準拠法は，責任を問われている老が常吊  

所を有する同の法である。3条2項（共通常屠所）と3．頃（一般例外条項）も適用される。   

この規定が単純で予測可能な規定であるという事実は，裁判外での解決の数が非′削こ高  

い分野では，一部には保険会社がそれだけしばしば関係するという理山からも，そうした  

規定がとくに適当であるということを意味している。4条は，問題となる諸利益間に合理  

的な均衡をもたらす。被害者の常屑新地同法が準拠法となるためにはその国において当該  

製造物が市販されていることという要件があれば，販売ネットワークを管理している製造  

者にとって，その解決は予見可能である〔，また，この解決は，居住地同で合法的に市販さ  

れている製造物を■般に購入するであろう被害者の合理的な期待も反映している。   

多分旅二行中のように，被害者が居住地国以外の同で製造物を取得した場合には，二つの  

仮説例がL明りされる必要がある。すなわち．一つは，たとえば特別提供品を楽しむために，  

被害者が，自分の居住地回でも庁J販されている製造物を外国で取得した場合である。この  

場合には，製造者は，彼の活動かその（被苫者の常屠所地）阿で実施されている規定の物  

差しによ／ノて測られることをすでに子i肖りしておト），4条はその日の法を指定する。なぜな  

らば，両当事者は，それが通用されることを予見できたであろうからである。   

対照的に，第二の仮説例，すなわち被告者が，n分の屑一任他国で合法的に市販されてい  

ない製造物を外国で取得したときは、当事者のいずれもその（居住地回）法が適用される  

ことを期待していないであろう。したがって，補足規定が必要となる。委員会の意見照会  

の間に議論された二つの連結素は，損害発生地と責任を問われている者の常居所であった。  

消費財の広範囲の移動性は，損害発生地への連結カiもはや法的安定件および被害者の保護  

の要請と合致しないことを意味していることから，委員会は第二の解決を選択したのであ  

る。   

4条の規定は，当事者の期待のみならず，消費者の健康の高度な保護およびある市場に  

おける公止な競争の維持というEUのより一般的な目標にも符合している。ある市場のす  

べての競争者が同じ安全基準に従うことを確保することによって，保護の低い国で設立さ  

れた製造者は，彼らの低い水準を他国に輸rilすることがもはやできなくなる。そして，こ  

のことは，技術革新および科学・技術の発展にとって普遍的なインセンティブとなるであ  

ろう。   

「責任を問われている老」という表現ほ，必ずしも最終製品の製造者を意味しない。そ  

れは，構成部分や部品の製造者もそうであるし，仲介業者や小売店さえも含まれる。共同  

体内に製造物を輸入する老は，一定の条件で，製造者と同様に当該製品の安全性について  

責任を負うと考えられる（27）。  

5条 不正競争   

5粂は，不止競争行為から生じる損害に対する請求について独自の連結を定めている。   

不正競争に対する規定の目的は，すべての参加者に同じルールによってゲMムを行うよ  
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うに義務づけることで公正な競争を保護することである。と〈に，それらの規定は，需要  

に影響を及ぼすことを意図した行為（誤解を招く宣伝，強制的な販売など），競合する供給  

を妨げる行為（競争柵手の配給を混乱させること，鹿争相手のスタッフの引き抜き，ボイコ  

ット），および競争相手の声価を不正に利川する行為（詐称使用および腰似行為）を違法と  

している。現代の競争法は，単に競争者（水ヰ次元）だけでなく消費者およぴ」一般公衆（垂直  

次元）も保護しようと努めている。虎争法のこの三次元的な機能は，現代の抵触法文書にお  

いても反映されなければならない。   

5粂は，この三面的な目的を反映している。なぜならば，本条は，市場一般に関する効  

果，競争者の利益に関する効果およぴ（特定の消費者の個人的な利益に対立するものとL  

ての）消費者の広範なむしろ漠然とした利益に関する効果に関係しているからである。こ  

の最後の考えブナは，いくつかの共同体消費者保護指令，とくに1998年5月19日の指令98／27（Z即  

を受け継いでいる。これは，その考え方が単に消費者団体によって提起される訴訟だけに  

関係してし、るということではない。すなわち，競争法の二面的な目的が認められるとすれ  

ば，ほとんどすべての不正競争行為は消費者の集団的な利益にも影響を与え，訴訟が競争  

者によって提起されたか団体によって提起されたかは重安ではないからである。しかし，  

5条は，消費者団体によって提起される差止訴訟にも適用される。したがって，本規則案  

は，たとえば，「個人との契約において不公正と考えられる条件を業者が用いることを防止  

するために．消費者保護組織によって提起された差止訴訟は，本条約5条3項の意味にお  

ける不法行為または準不法行為に関する事項である」（29）と判示した， ブリュッセル条約に  

関するEU裁判所の最近の判決に適合している。   

構成国の国際私法の比較分析は，競争行為によってその市場が歪められた囲の法を適用  

することに賛成する広範なコンセンサスが存在することを示Lている。この結論は，不法  

行為地法の一般原則を通じても，またあるいは特別な連結（オーストリア，オランダ，ス  

ペインおよぴスイス）によっても得られるし，研究者や広告に関する国際競争法連盟（3P）に  

よって広範囲になされた勧告とも一致している。しかし，現状は，不法行為地法ルールが  

実際にどのように働くべきかに関してや」断する機会を持ったことのなし、裁判所が属してい  

る凶ではとくに不安定である。したがって，ニれについて，統一的な抵触規定を確立する  

ことは，裁判所の判決の予見可能性を高めることになるであろう。   

5条は，「競争関係または消費者の集団的利益か」l不正額争行為」によって「影響を受  

けるまたは受けるおそれのある」地域の属する国の法への連結を定めている。これは，競  

争者が消費者の愛顧を獲得しようと努めている市場である。この解決は，その規定が一般  

に被害者の経済的環境を規律する法を指定するので，彼らの期待に合致Lている。しかし，  

この解決はまた，同じ市場で活動するすべての者に平等の待遇を保証する。競争法の目的  

は市場を保讃することである。すなわち，それはマクロ経済的な臼的を追求している。賠  

償請求は，まったく二次的であり，市場がどのように機能するかについての全体的な判断  

に頼らねばならない。  
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市場に与える影響の評価に関して，学者は，一般に，不正競争行為の直接的な実質的効  

果のみが考慮されるべきであると認めている。このことは，国際的な事例ではとくに重要  

である。なぜならば，反競争的行動は，普通，複数の市場に影響を及ぼし，関連する法の  

配分適用を引き起こすからである。   

この場合の特別規定の必要性については，賠償が求められる損害が競争法の適用が依拠  

する反競争的効果に同化されて，3条の一般規定と同じ解決に至るという理由で，しばし  

ば異論が唱えられる。この二つは，非常にしばしば場所的な条件では一致するが，しかし，  

自動的にそうなるわけではない。たとえば，損害を被った他の問題は，A国の二つの企業  

がともにB国の市場で業務を行っている場合には，微妙である。さらに，派生的連結，共  

通居住地および例外条項の規定は，一般にこの間題にはふさわしくない。   

2項は，競争相手のスタッフの引き抜き，収賄，産業スパイ，営業秘密の暴露あるいは  

契約違反の唆しの場合のように，不正競争行為が特定の競争相手を標的としている事例を  

扱っている。そのような行為もある市場に患い影響をもたらす可能性があることは完全に  

は排除されないが，しかし，それらの事例は二者間のものとみなされねばならない場合で  

ある。したがって，被害者は，共通居住地または一般例外条項に関する3粂の利益を享受で  

きないとする理由がないことになる。この解決は，国際私法における最近の発展にも合致  

している。すなわち，類似の規定は，2001年のオランダ法4条2項およぴスイス法136条2  

項にも存在している。また，ドイツ裁判所も同じアプローチを採っている。   

6条 プライバシーおよび人格に関連する権利の侵害   

本規則は，今日，構成国の法によって一一般に才采用されているアプローチに従い，とくに  

マスメディアによる名誉毀損の場合における，プライバシーおよび人格権に関する権利の  

侵害を，氏名の使用権に関する場合を除いて，人的地位の問題というよりもむしろ契約外  

債務の範疇に分類している。   

EUの基本権憲章および人権及び基本的自由の保護に関する欧州審議会条約には，メデ  

ィアの自由および多元主義の尊重も対象とする，プライバシー並びに表現および報道の自  

由の尊重に関する特別視完が存在している。共同体機関および構成国は，これらの基本的  

価値を尊重しなければならない。ヨーロッパ人権裁判所は，名誉毀損訴訟の場合にこの二  

つの原則をどのように調和させるかについて価値ある指針をすでに示している。匡＝祭条約  

は，構成国における出版の自由を規律する規定を接近させることに役立っているが，その  

自由の実際の適用に関しては依然として相違がある。事業者は，彼らのビジネスに通用さ  

れる法の予見可能性を最も重要なこととみなしている。   

構成国の抵触規定に関する研究によれば，採用されている解決にはかなりの相違がある  

ばかりでなく，無視できない法的な不安定性も存在している。立法が存在しない場合に，  

一般原則を定める裁判所の判決も多数の構成国ではまだ存在していない（31）。その他の構成  

国における連結素は，かなー）多様である。すなわち，出版者の本社または当該製品が出版  
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された地（ドイツおよびイタリア，被害者の選択による），当該製品が頒布されかつ第三者  

が知ることになった地（ベルギー，フランス，ルクセンブルク），被害者が評価を得ている  

地，それは通常彼の常居所であると推定される（オーストリア）。他の構成国は，被害者に  

選択権を与えることにより（ドイツ，イタリア），または不法行為地法が補償を規定してい  

ない場合には，損害を被った他の法を適用して（ポルトガル），被害者を優遇するという原  

則に従っている。連合王凶の解決は，他の構成国で適用される解決とはかなり異なってい  

る。というのは，その解決は，その出版物が英国内で頒布されたか，または別のどこかで  

頒布されたかによって区別を設けているからである。すなわち，前者の場合には，頒布地  

法が唯一一の準拠法であるが，後者の場合には，裁判所は，頒布地法と法廷地法の両者を適  

用する（二重の請求可能性の原則）。このルー「ルは，国内の出版を保護するものである。な  

ぜならば，イギリス裁判所は，もしもイギリス法にそれについての規定が存在しない場合  

には，同内出版に不利な判決を下すことができないからである（32】。   

上記のような多様さと現席の状況の不安定性を前提とすれば，共同体における抵触規定  

の調和は，法的安定性を増進するであろう。   

統一規則の内容は，「ブリュッセル1」規則の国際裁判管轄に関する規定を反映しなけれ  

ばならない。Minesde Postassed’AIsace半り決およびFionaSchevill判決（33）の趣旨は，  

次の点にある。すなわち，被苦者は，次のいずれの岡の裁判所においても損害賠償を求め  

ることができる。すなわち，名誉を毀掴する資料の出版者が設立されている国の裁判所，  

それは被った全損害の賠償について完全な管轄を有する。あるいは，出版物が頒布され，  

かつ被害者が世評の喪失を被ったと主張するそれぞれの国の裁判所である。その裁判所は，  

自国で被った碩害についてのみ組害賠侶を認める管轄を有する。したがって，被害者が，  

出版物が頒布された国の裁判所に訴訟を提起することを決断したときは，当該裁判所は，  

その国で被った摘害に対して自国法を適川するであろう。しかし，被害者が，出版・者の本  

部がある地の裁判所に訴訟を提起したときは，裁判所は．損害賠償請求全体について判断  

する管轄を有することになる。その場今には，法唾地法はその回における損害を規律し，  

被害者が他の国での損害の補償も講求しているときは，裁判所は，関連する法を配分的に  

適用することになろう。   

ある事案に複数の法を配分的に通用する場合の実際上の困難を考慮して，委員会は，2002  

年5月の理事会規則準備案では，被害者の常屠所地法が通用されると提案した。しかし，  

意見照会において，これに対しては広範囲にわたる批判があった。その理由の一つは，有  

名人の常屠所を確定することは必ずしも容易ではないことである。そして，もう一つは，  

管轄のルールと抵触規定を組み合わせると，たとえその製品が完全に出版者の設立固の規  

定に適合しており，かつその製品は被害者の居住地同では一部も頒布されていない場合で  

あっても，出版者の設立国の裁判所は，被害者の常局所地法によって出版者に不利な判決  

を下さなければならないという事態を招く叫能性があるというものであった。委員会は，  

これらの批判を理解し，その提案を再検討した。  
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今度の規則案6条1項は，プライバシーおよび人格に関する権利の侵害の準拠法が，当  

事者が同じ国に居住しておらず、当該紛争が別の国とよ「）密接な関係がない限り，直接的  

な損害を被った地の法であるとする，3条の規定に従って決定されると定めている。   

FionaSchevi11事件で，EU裁判所は，出版による名営毀損の場合に，「当該出版物が頒  

布され，かつ被害者が彼の世評が傷つけられたと主張している国」を選んで，視害を被っ  

た地の事実上の決定について判断を下Lている。出版物か頒布された地とは，それが第三  

者に知られるようになった地で，かつ人の世評が侵寓されそうな地である。この解決は，  

メディア企業の期待を無視することなく，被害者の正当な期待に合致しているL出版物は，  

それが現実に商業ベースでそこで頒布されている場合にのみ，ある国で頒布されていると  

みなすことができる。   

Lかし，委員会は，構成国Aの裁判所が，自国A国籍の出版者に対して，たとえ紛争中  

のその出版者がA国で適用される規則に完全に適合Lている場合であっても，構成国B，  

あるいは第三国の法によってさえも、彼に不利な判決を下すことが義務づけられる可敵性  

があるという場合に関する出版界および特定の構成国の双方によって表明された懸念に敏  

感であった。B国法の適用が出版の自由を侵害するものとLてA国では憲法違反となるこ  

とも考えられるということが満▲摘された。構成国の憲法規定が相当に異なっている場合に  

は，この点は微妙な問題であるという前提から，委員会は，3条によって指定される法が  

Hl版の自由に関連Lて法廷他の公序に反する場合には，その法は法廷地法のために適用さ  

れないことを，6条1項が明示的に明確化すべきであると考えた。   

6条1項によって指定された法は，被害者が出版者に対Lて修止版の出版を義務づけ，  

反論権を行使することができるか否か，およびその要件の問題を解決するためには適切な  

基礎を提供するとは思われないl、Lたがって，2項は，反論権およびそれに類似の措置は，  

放送者または出版者が設立されている団の法によって規律されることを定めている。   

7条 環境侵害   

7条は，環境侵害に関する民事責任について特別規定を定めている。実質法における最  

近の発展を反映Lて，この規定は，それが人の括動の結果であれば，財産および人に対す  

る損害と自然環境自体の禍害の両方をカバーしている。   

この．如こ関Lては，多くの環境災害は崗際的な広がト）をも一）ているので，ヨーロッパあ  

るいはさらに国際的な調和がとりわけ電要である。Lかし，これまでに採択された文書は，  

主とLて，抵触規定の調和よりもむしろ実質法または国際裁判管轄の問題を扱っている。  

Lかも，それらは，選ばれた一部のタイプの越境的な汚染のみを処理Lている。共同体に  

おいてばかりでなく，実質法のこうした漸進的な接近が行なわれているにもかかわらず，  

重要な相違は依然とLて残っている。たとえば，補償を生じさせる損害，除斥期間，摘失  

補侶および保険規定，訴訟を提起する団体の権利および補償敬の決定に関Lてである。し  

たがって，準拠法の問題は，その克要性を何ら失っていない。  
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現在の抵触規定の分析は，その解決が非常に異なっていることを示している。とくに国  

際条約では，法廷地法と危険な活動が行われた地の法が中心的な役割を演じているが，最  

も一般的に適用されている解決は，損失を被った地の法（フランス，連合．王国，オランダ，  

スペイン，日本，スイス，ルーマニア，トルコ，ケベック州）または被害者に最も有利な  

法の原則のヴァリエーションのいずれか（ドイツ，オーストリア，イタリア，チェコ共和  

国，ユーゴスラビア，エストニア，トルコ，環境保護に関する1974年ノルディック条約，  

ザルツブルク空港の運用によってドイツで生じるニューサンスに関する1967年12月19日の  

ドイツとオーストリア間の条約）である。また，ハーグ会議も，越境的な環境損害に関す  

る国際条約をその作業プログラムに載せており，準備作業は，被害者を優遇する原則の利  

一蕉は認められているものの，損害を被った地に主要な役割を認める方向に動いているよう  

に見える。   

7条で提案されている統一規定は，その節一の解決として，3条1項の一般規定の適用  

を採用し，損害を被った地の法を適用するが，被害者に，粗害を引き起こす事実が生じた  

地の法を選ぶ選択権を与えている。   

損害を被った地の法への基本的な連結は，厳格責任を支持する傾向にある，最近の環境  

保護政策の目的に合致している。この解決はまた，保護のレベルが低い国で設立された事  

業者に隣国の高い保護水準を守る義務を課すことで，事業者が保護の低い国を選ぶインセ  

ンティブを取り除くという，予防政策にも資する。したがって，この規定は，環境保護の  

一般的な水準を引き上げることに貢献する。   

しかし，粗害を被った地にもっぱら連結することは，保護の低い国の被害者が隣国で得  

られるより高度の保護水準を享受しないということをも意味することになるであろう。環  

境問題におiナるEUのより一般的な目的を考慮するならば，要点は，単に被害者の正当な  

期待を尊重することだけではな〈，環境保護の一般的な水準を引き上げることに貴献する  

立法政策を確立することも，それに当たる。とくに，他の不法行為とは異なり，環境損害  

を生み出した者は，一般に彼の加害活動から経済的な便益を得ているからである。損害を  

被った地の法をもっぱら適用することは，抑Ilに有害物質を流し，憐偶の規制の緩やかな  

規定の便益を享受するために，国境に施設を設営するというインセンティプを事業者に与  

える可能性がある。この解決は，ヨーロッパの実質環項法の根本的な哲学およぴ「汚染者  

負担」原則に反するであろう。   

したがって．7条は，損害を引き起こす事実が生じた回の法に基づいて請求を行うこと  

を被害者に許している。それ故に、被害者に最も有利な法を決定するのは．裁判所よりも  

むしろ被害者である。被害者がどの段階で選択権を行使しなければならないかという訴訟  

手続における問題は，各構成国が，もはや新たな主張を提出することができなくなる時期  

の決定のために独自のルールを有しているので，法廷地の手続法の問題である。   

環境侵害に対する民事着任に関するもう→つの困難な点は，事業者か従わねばならない  

事業者の行動および安全に関する法規を規律する公法上の規定との密接な関係である。黄  
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も頻繁に尋ねられる質問の一つは，A国で認可され合法的とされるが（たとえば，一定レ  

ベルの有毒な排出は許されている場合），それが認可されていない（かつその排出が許容レ  

ベルを超えている場合）B国で損害を引き起こすことになった活動の結果に関連している。  

13条によれば，その場合には，裁判所は，行為者は彼が営業を行っている国で施行されて  

いる法規を遵守したという事実を考慮することができるとされなければならない。   

8条 知的財産権の侵害   

8条は，知的財産権の侵害から生じる契約外債務について特別規定を定めている。前文  

14項によれば，知的財産権の語は，著作権，それと類似の権利，テ∴タベースの保護のた  

めの独自の権利（suigenerisright）および工業所有権を意味する。   

知的財産権の取扱いは，委月全の意見照会中において，激しい議論を受けた問題の一つ  

であった。多数の回答は，たとえば1886年の文学的及び美術的著作物の保護に関するベル  

ヌ条約および1883年の工業所有権の保護に関するパリ条約が基礎としている，保護が求め  

られた国の法を意味する，一般に承認された保護国法（1exlociprotectionis）原則の存在  

を思い起こさせた。このルールは，「属地主義」としても知られるが，各国が，その領域内  

で施行されている知的財産権侵害に対する自国法を適用することを可能にする。すなわち，  

知的財産権の模造は，当該特許権が付与された，あるいは商標またはモデルが登録された  

国の法によって規律される。著作権の場合には，裁判所は，侵害が行われた国の法を適用  

する。この解決は，各国で保持される権利は独立であるということを確認している。   

3条1項に含まれる一般規定は，知的財産の分野における特別な必要に合致していると  

は思われない。この不一致を反映するために，準備作業の過程では二つのアプローチが議  

論された。第一は．1条で明示的に除外することによって，あるいは現在の国際条約を維  

持する25条によって，この問題を規則案の適用範開から除外するという方法である。第二  

のアプローチは特別規定を定めることであり，これが8条として最終的に委月会が採択し  

た方法である。   

8条1項は，国内立法または国際条約の下で付与された知的財産権の侵害について，保  

護国法主義を基礎にしている。   

2項は，共同体商標，共同体デザインおよびモデル，および2000年8月1日に理事会規  

則のための提案（34）をすでに委員会が採択している共同体特許のように，将来創設されるで  

あろうその他の権利のような共同体の単一の権利の侵害に関連している。保護国は共同体  

全体を指すことになるので，この規則案によってカバーされる契約外債務は，単一の共同  

体法によって直接規律される。侵害があった場合で，かつある問題について共同体文書が  

実質法規走も特別な抵触法規定も含んでいない場合には，本規則案の8条2項は，共同体  

権利の侵害行為が行われた構成国の法が準拠法であるという補足的規定を含んでいる。  
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9条 不法行為以外の行為から生じる契約外債務の準拠法   

すべての構成国の法システムには，契約または不法行為のいずれから生じるものでもな  

い債務が存在してし、る。すべての構成国に知られたこれらの状況は，錯誤による支払いお  

よび他人が人身傷害や財産の喪失を被らないことを吋能にした者が行った役務である。   

二れらの債務は，それ11身の特色によってイこ法行為とは明らかに区別されるので，それ  

についての特別な節が甜ナられるべきであると決ユ三された。   

これに関する国豪システム間の相違の大きさを反映して，専門用語は避ける必要がある。  

したがって，本規則は，「イく法有為以外のキf為から生じる契約外債務」と呼んでし、る。大部  

分の構成国には，－んで，誤／）て受け取一Jた食椒の返済または不当利得，他方で，無権代  

理（事務管理）といったサブ■カテゴリーがある。構成国の大多数におし－て，実質法と収触規  

定の双方がいまだ急速に発展しつつあるということは．その法が少しも安定していないこ  

とを意味している。統一的な祇触規定甘 実質法における多様性を反映Lなければならな  

い。困難なのは，精密すぎて，様々な関連する仮説例の間に実質法がは二別を設けていない  

構成国では適川できないようなものてはなく、またあまりに一般的で，何ら明瞭な目的に  

適わないといった反論を許してしまうことのないような規定を定めることである。9条は，  

卜分な柔軟性をもってその規定を自国のシステムに適合させることを裁判所に任せつつ，  

不当利得と無権代理の二つのサブ・カテゴリーーについて特別規定を気三めることによってこの  

間題を克服しようと努めている。   

派生的連結の手法は，1項で認めらメLてし、るが，ここでは，たとえば．代理人がその権  

限引喩越Lた場合や第二・者の債務を支払った場合には，とくに重要である。Lたがって，  

この規定は厳椅な規定である。その債務は，当事者間の既存の関係と密接に関連している  

ので，その法的な事案全休がl、dじ法によって規律されることがより望ましい。3条3項の  

一般例外条項の場合におけるように．「すでに存イl三する関係」という表現は，とくに予約関  

係および契約無効について当てはまる。   

2項は，当事者が同じ回に常㍍所をイ1‾する場合に，彼⊥■ブの正当な期待を反映している。   

3耳引ま，当事者間に既存のl∃別系がない場合の1こごl挿」得に関するものである。その場合，  

契約外債務は，当該利得が党止した周の扶によって規律される。提案された規定は，イ云統  

的なものであるが，ヨーロッパ国際私法グルーーブ案およびスイスの立法にも見られる。   

4項は．事務管理（無権代理）に関係しているが，援助とみなされる手段と介入とみな  

される可能性のある下段とをい二別している。援助の手段は，例外的に代理人」によって  

なされる一回阻㌢）の主導権の発揮を意味している。彼は，「本人」の利益を守るために行為  

をしているから，特別な保護に略する。そして，そのことは，援助される財産または人の  

法との場所的な連結を止当化するのである。第三者の債務の支払いの場合におけるように，  

他人の財産への介人という千段の場合には，イ呆護に借するのは「本人＿」である。したがっ  

て，準拠法は，一般に，後者の常居所地払であるこ）   

5項は．3条3項第1文と同様に，例外条項を規定している。  
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同一の紛争に複数の異なる法が通用されないことを確保するために，6項は，この規定  

から知的財産に関連する契約外傾務を除外している。それについては，8条だけが適用さ  

れる。したがって，たとえば，知的財産権の侵害から生じる不当利得に基づく債務は，侵  

害自体と同じ法によって規律される。  

10条 選択の円山  

1項は，当事者が，紛争発生後，契約外債務の準拠法を選択することを許してい る。し  

たがって，規則案は，たとえ事案は契約事件におけるほど頻繁ではないとしても，同様に  

よー）広範に意思の自由を促進する傾向にある（35），田内の国際私法における最近の発展に従  

っている。このために，この規定は，ローマ条約とは異なり，客観的な連結素を基礎とL  

ている。   

しかし，意思の日出は，それが適さない知的財産については受け入れられない。   

ローーマ条約3条におけるように，選択は，明示的であるか，または事件の事情から明確  

に明らかにならなければならないとされている。規則案は，事前の選択を許さないから，  

弱者である当事者を保護する特別な規是は必要ない。  

1項は，さらに，当事者の選択は第∴者の権利に影響を及ぼさないことを明記している。  

典型的な例は，被保険者によって支払われる椙害賠償を項補する保険会社の義務である。   

2項は，意偲の自由に一つの制限を課している。それは，ロー1マ条約の3条3項に想を  

得たものであー），当該事情のすべての要素（法選択を除く）が選択された法が属する国以  

外の国に位置づけられる場合に適用される。実際には，これは，ある構成国に関する純粋  

な国内事作であり，当事者が法選別の合意をしたという理由だけで，本規則の適用範囲に  

含まれるものである。当事者による選択は無効とされるわけではないが，それがなければ  

適用されたであろう法の蛤行規定に反して作川することは許されない。   

本条における「強行規定」の概念は，12条で参照される優越的な強行規定とは異なり，  

ある国の国内的な公序規定を指している。これらは，当事者が契約によって排除すること  

ができない規定であり，とくに弱者を保護することが意図された規定である。しかし，旦  

旦堕旦公序規定は，国際的な関係において強行的である必要はない。それは．22条で参照  

される法廷他の国際的な公序規定からも，12条で参照される優越的な強j・子規定からも区別  

されなければならない。   

3項は，2項に定められた制限の類推的な拡張を意味しており，法選択を除いた，事件  

のすべての要素が複数の構成国に仰二置づけられる場合に適用される。この規定は，同じ目  

的，すなわち第三国法の選択を通じて共同体法の強有規定の適用を当事者が妨げることを  

防止するという目的をもっている。  

11条 契約外債務の準拠法の適川範囲  

11条は，規則案の3条ないし10条の下で決定された法の適用範囲を明確にしている。本  
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条は，その法によって解決される問題を列挙している。構成国で採用されているアプロー  

チは完全には統一していない。責任の要件のような問題は一般に準拠法によって規律され  

るのに対して，時効期間，証明責任，損害賠償の算定などの問題は，法廷地法によって扱  

われる可能性もある。したがって，ローマ条約10条のように，11条は，実際に指定された  

法によって解決されるべき問題を列挙している。   

法的安定性の一般的な配慮に従って，11条は，指定された法に非常に広い機能を与えて  

いる。それは，若干の細かな変更はあるものの，ローマ条約10条を概括的に引き継いでい  

る。   

a）「責任の要件及び範囲。行われた行為について責任を負う者の決定を含む」：「責任  

の要件」という表現は，責任に本来備わっているべき要素を指している。次の間題が  

とくに関係する。すなわち，責任の性質（厳格責任か過失責任か）：不作為が過失を構  

成しうるか否かの問題を含め，過失の定義：損害を惹起した事実と損害との間の因果  

関係；潜在的に責任を負う者，などである。「責任の範囲」は，責任について法によっ  

て定められた限界を指す。これには，責任の最大範囲および賠償されるべき損害に対  

して責任を負う各人の負担部分が含まれる。また，その表現は，共同行為者間の責任  

の分担を含んでいる。   

b）「免責事由，責任制限及び責任の分配」：これらは，責任の外在的な要素である。免  

責事由は，不可抗九 緊急避難，第三者の過失および被害者の過失を含む。また，こ  

の概念は，配偶者間の訴訟の不承認および特定のカテゴリーの老に関する加害者責任  

の排除を含んでいる。   

C）「賠償が与えられるペき視害の存在及びその種類」：これは，人身損害，財産禍害，  

精神的損害および環境税害，経済的損失または機会の喪失のように，賠償されるべき  

損害の決定である。   

d）「裁判所が，損害を防止もし〈は終了きせるため，又は賠償の提供を保障するため  

に，その手続法の下で講じる権限を有する措置」：これは，損害は損害賠償の支払いに  

よって償われるかといった補償の形式，および暫定的差止命令のような損害の防止ま  

たは停止の方法を指している。ただし，実際上，法廷地の手続法に知られていない措  

置を命じることを裁判所に義務づけるものではない。   

e）ー‾法によって規定されている範閲での根害の言平価」：準拠法が損害の評価に関する規  

定を定めているときは，裁判所はそれを適用しなければならない。   

f）「賠償請求権が譲渡又は相続可能か否かの問題」ニこれは，自明である。相続の場合  

には，指定された法は，被害者が扱った禎害の補償を得るために，被害者の相続人が  

訴訟を提起することができるか否かの問題を規律する（36）。譲渡の場合には，指定きれ  

た法は，請求権を譲渡することができるか歪かの問題（37）および譲渡人と債務者関の関  

係を規律する。   

g）指定された法はまた，「個人的に被った拍害について賠僧を求める権利のある者」  
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を決定する。この概念は，とくに，「直接の被害者」以外の者が，被害者が被った規害   

に続いて生じる，「ノック・オン（knock－On）」に基づいて被った損害の補償を得るこ   

とができるか苦かの問題を指Lている。そのような規害は，近親者に先立たれたこと   

によって生じる苦痛におけるような精神的な摘害や，故人の子供や配偶者が被る損失   

におけるような経済的な規害であろう。  

h）「他人の行為に対する責任」：この概念は，指定された法における代位責任の規定に   

関係している。これは，子供に対する親の責任および代理人に対する本人の責任を対   

象としている。  

i）「債務が消滅する方法並びに時効及び出訴期限に関する規定。時効期間又は出訴期   

限の開始及びその期間の中断及び停止に関する規定を含む」：指定された法は，法が定   

める要件の下で，行使を怠ったことから生じる権利の喪失を規律する。  

12条 優越的な強行規定   

本条は，ローマ条約の対応する条文にほぼ従っている。   

Arblade 事件において，EU裁判所は，優越的な強行規定（公序立法（public－Order  

legislation）とも呼ばれる）の初めての定義を「当該構成国の国家領域内にいるすべての人  

およびその国内のすべての法律関係がそれに従うことが必要とされるほどに，その国の政  

治的，社会的または経済的秩序の保護iことって，その遵守が重要と考えられる国内規定」  

とした（38）。そのような規定についてはっきりしていることは，裁判所は，当該事案の準拠  

法を決定するために自国の抵触規定を適用せず，また，その内容が法廷地の価値と矛盾し  

ていないかを実際に評価することもしないで，当然のこととして，自国の規定を適用する  

ということである（39）。   

2項は，裁判所が法廷地の優越的な強行規定を適用することを許Lている。Arblade事  

件において，EU裁判所も判示したように，共同体内部の関係では，法廷地の強行規定の  

適用は，域内市場の基本的な自由と－・・・・致していなければならない（叫   

1項は，外国の強行規定について述べている。その場合には，裁判所は，事案との密接  

な関係が存在する場合には，その規定の性質，目的およぴそれを適用した結果に従って，  

かなりの裁量権をもつ。ロ→マ条約では，ドイツ，ルクセンブルクおよび連合王国が，外  

国強行規定に関連して，7条1項の適用を留保する権利を有催している。しかし，委員会  

は，書面による意見照会における回答の多数と同様に，この可能性を排除する何らの理由  

もないと考える。なぜならば，外国強行規定を参照することは，今までのところ，まった  

く例外にとどまってきたからである。  

13条 安全および行動規定   

措定された法が損害を引き起こした事実の発生地国法でない場合，規則案13条は，裁判  

所が，当該事実の発生地において，その当時効力を有した安全および行動に関する規定を  

五   
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考慮することを要求している。この規定は，交通事故（7粂）および製造物責任（9条）  

に関するハーーグ条約の対応する規定を基礎にしている。頬似の原則は，明示的な制定法上  

の規定か，または判例におし、て，ほとんどすべての構成阿の抵触法システムに存在してい  

る。  

13条の規定は，加害ノ旨は，彼の二行為の民事的な結果の準拠法にかかわらず，彼が活動す  

る国で効力を有する安全および行動に関する規定を守らなければならないこと，そしてこ  

れらの規定は，黄tf二を確認する場合にも，考慮されなければならないという事実に基づい  

ている。外国法を考慮することは，それを適川することと同じではなし㌔ すなわち，裁判  

所は，抵触規定によって準拠法となる法しか適用しないが，たとえば，損害賠偶の算定の  

ために過失の重大さや行為者の善意または悪意を評価する場合に，事実問題として，別の  

法を考慮しなければならないのである。  

14条 両棲請求  

14条は，損害を被った者が，責任を負うべき者の保険者に対Lて直接請求を提起するこ  

とができるか否かの問題の準拠法を決定する。提案された規定は，問題となる諸利益間に  

合理的な均衡をもたらす。なぜならば，その規定は，損害を受けた者に選択権を与えるこ  

とによって彼を保護する一方で，その選択を，保険者が合理的にその適用を予期すること  

ができる二つの法，すなわち当該契約外債務の準拠法と保険契約の準拠法に限定している  

からである。   

いずれにしても，保険者の債務の範囲は，保険契約を規律する法によって決定される。   

環境に関する7条におけるのと同様に，本条で用いられる文言の形式は，被害者が選択  

権を行使しない場合に疑義が生じるおそれを避けるであろう。  

15条 代位および多数者の責任   

本条は，ローマ条約13条と同じである。   

本条は，とくに，保険者と加害者間の関係について，前者が後者に対して代位による請  

求権を有するか否かを決定するために適用される。   

加害者が複数の場合には，本条は，通常値務者の一人が支払った場合にも適用される。  

16条 形式的有効性  

16条は，ローマ条約9条に想を得ている。   

形式的有効性の概念は，契約外債枚の成二立では些細な役割しか果たさないが，当事者の  

いずれかによる一方的な行為の結果として債務が生じる吋能件は十分ある。   

そのような行為の有効性を促進するために，16条は，ローマ条約9条の方針に沿って択  

一一的な規定を定めている。すなわち，それによれば，その行為は，当該契約外債務を規律  

する法，またはその行為がなされた国の法の方式要件を満たす場合には，方式＿l二有効であ  

五  

72   



開 法（54－2）284  

る。  

17条 証明責任  

17条は，ローマ条約14粂と同じである。   

本条は，契約外債務の準拠法が，契約外偵務に関【ノて，法律上の推定を生じせしめ，又  

は証明壱住を決定する規定を含む場斜こ限り，逮捕されると規定している。これは，証拠  

iこ関する問題が基本的に法廷地法の手続法の問題であるから，有用な規定である。   

2項は，16条で定められた法的効果を意図した行為を証明する方法の許容に関するもの  

である。同項は，法的事実の証明を対象とするものではない。その間題は，法廷地法によ  

一ノてカバーされる。法廷地法と当該行為の方式の準拠法の選択的適用を定める，ローマ条  

約14条2項の非常に柔軟なシステムは，ここでも用いられている。  

18条 国家の領域の擬制（assimila［ion）  

18粂は，規則案の抵触規定中の－一つまたは複数の連結素が領域＋権に服さない地域に関  

係している場合に適用される。   

2002年5月の書面による意見照会手続において委員会が提案した条文は，特別な抵触規  

定を含んでいた。この規定の困難の一つは，関連する状況が多様であるという点にあった。  

すなわち，単一の規定だけで，公海上の船舶間の衝突，航行中の航空機内における電気装  

置の爆発あるいは交渉の決裂，池上の船舶による汚染等の立場を適切にカバ→できるとは  

確信できない。   

委員会が受け取った回答は，提案された規定が残念なほど容易に便宜旗国法を指定する  

ことになり．それは共同体の政策のより・一般的な目的に反することになるであろうという  

ことを気づかせた。多数の回答は，衝突のケースにおけるように，複数の法が潜春的に関  

連する場合に，単に最も簡接な関係の煉則を参照するという規定によって付加される価値  

に疑問を提起した。   

この場合に特別規定を導人するよりもむしろ，18条は，「国家の領域lの定義を提案Lて  

いる。この解決は，一つまたは複数の連結素がいずれの主権にも服さない地域にある場合  

に，規則案の種々の抵触規定によって，異なる諸利益間に合理的な均衡をもたらす必要性  

を基礎にしている。Lたがって，3条の一般規定および特別抵触規定が通用される。   

提案された条丈の定義は，1て法行為から生じる債務に関する抵触法についてのオランダ  

法（2001年4日11日）の1条に想を得ているr  

19条 常居所の擬制   

本条は，会社およびその他の法人または法人格のない団体，および自由業または自首で  

営業活動を行っている自然人についての常居所の概念を扱っている。   

→般に，本規則案は，次の事案によって，「ブリュッセルI」規則とは区別される。すな  

フ3   



283 契約外債務の準拠法に関する欧州議会及び理事会規則（ローー「7ⅠⅠ）案について  

わち，抵触問題において一般に受け入れられている解決に従って，ここで用いられている  

基準は，住所ではな〈，よー）柔軟な常居所の基準であるという点である。  

会社およびその他の法人または法人格のない団体に関しては，「7－リュッセルI」規則60  

条の択一的な規定を単純に引き継ぐことは，それによれば，法人の住所はその登叙された  

営業所，その管理の中心またはその主たる営業所のいずれにも認められるが，それは準拠  

法を適切に予見可能とはしないであろう。  

したがって，19条1項は，会社およぴその他の法人または法人格のない団体の主たる営  

業所がその常居所とみなされると規定している。しかし，1項の2文は，子会社，支店も  

し〈はその他の営業所の業務において，損害を引き起こした事実が発生し，又は損害が生  

じたときは，その営業所が常宿所に代わるとしている。「ブリュッセルⅠ」規則5条5項と  

同様に，この目的は，当事者の止当な期待を尊重することである。  

2項は，自由業または自営で営業活動を行っている自然人の骨柄所を決定している。そ  

のような自然人については．職業上の営業所か膏居所として働〈。   

20条 反致の排除   

本条は，ローマ条約15条と一一致している。   

本規則案における抵触規定のための主たる着想である法的安定性の目的を危険にさらす  

ことを避けるために，20条は反致を排除している。結果として，統一一的な抵触規定の下で  

指定される法は，たとえそのようにして拍定された法が第三国の法であったとしても，指  

定されるのはその法の実質規定であって，国際私法の規定ではないということを意味して  

いる。  

21条 不統一法回   

本条は，ローマ条約19条と一一一致している。   

統一一規定は，一つの国家の中に複数の法システムが並存する場合にも適用される。一つ  

の国家がそれぞれ固有の法規則を有する複数の領域を有する場合には，国際私法のために  

は，それぞれの領域が一つの国とみなされる。そのような国の例は，連合王国，カナダ，  

合衆国およびオーストラリアである。たとえば，損害がスコットランドで発生したときは，  

3条1項によって指定される法はスコットランド法である。  

22条 法廷他の公の政策   

本条は，公序の例外の手法に関するローマ条約16条に一致している。ローマ条約と同様，  

本条も，国内法の意味における公序よりも限定的な概念である，国際私法の意味における  

国家の公序に関するものである。「法産地の」という文言は，単にある国の国内法に由来す  

る国際私法上の意味における公序の規定を，共何体法から生じるそれと区別するために付  

加されたものである。後者については，23条の特別規定が適用される己  
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公序の例外の手法は，ある事件における外国法の適用か法廷地の公序に反する場合に，  

裁判所が，抵触規定によって指定きれた外国法の規定を適用せずに，法廷地法をそれに置  

き換えることを許すものである。これは，優越的な強行規定とは区別される。すなわち，  

後者の場合には，裁判所は，まず外国法の内容を見ることなく，日動的に法廷地法を適用  

する。法廷他の公序に「明らかに」反するという文言は，公序の例外の使用が例外的でな  

ければならないことを意味している。   

あるブリュッセル条約の事例で，EU裁判所は，公序の概念は依然として国内的な概念  

であり，「本裁判所は締約国の公序の内容を定義することはできない」，しかしそれでもな  

お，本裁判所は「締約国の裁判所が他の締約国の判決の承認を拒否するためにその概念に  

頼ることができる限界について審坪を」しなければならない，と判示している（41）。   

23条 共同体法の他の規定との関係  

1項は，条約および派生立法の中に払出すことができる，特定の問題に関する特別な抵  

触規定，共同体の強行規定および共同体の公序の例外を伴う国際私法の伝統的な手法に言  

及している。   

2項は，さらに個別的に，一般に「相互承認」および「本源回管理（home－COuntryCOntrOl）」  

原則として知られる，物およびサービスの自由移動に関する域内市場の特別な原則に言及  

している。  

24条 非補償的な（non－COmpenSatOry）損害賠償   

24条は，23条1項の第3インデントに規定された共同体の公序の例外についての特別規  

定の形式による実際的な適用である。   

書面による意見照会では，多くの回答が，被った拍害の補償を意図していない姐害賠償  

を定めている第三国の法を適用するという考えに懸念を表明していた。ドイツのEGBGB  

40条3項がそうであるように，法娃地の公序の例外を適用するよりもむしろ特別規定を採  

用するほうがより望ましいとの見解が示唆された。   

したがって，24条の趣旨は，この規則によって指定される法の規定が，懲罰的損害賠償  

のように，非補イ賞的な損害賠償を認めるという効果をもつ場合には，その適用は共同体の  

公序に反するということである。   

ここで用いられている文言（ま，特定の法システムにあまりに不正確に結びつけられてし  

まう技術的な法律用語というよりもむしろ記述的である。すなわち，補償的な損害賠僧は，  

被害者が受けた，または将来彼が受ける可能性のある損害を補償するためのものである。  

非補償的な損害賠償は，懲罰的または抑止的な機能に役立つものである。  

25条 既存の国際条約との関係   

25条は，構成国が，この規則が採択された時に当事国となっている国際条約に定められ  
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た法選択規則を通用しつづけることを許している。  

これらの条約には，退路交通事故に関するハーグ条約（1971年5月4日），および製造物  

責任に関するハーグ条約（1973年10月2［j）が含まれる。  

26条 25条で参照される条約グ）リスト  

25条が適用される条約を特定することを布引こするために，26条は，構成国はそのリス  

トを委員会に通知するものとし，委員会はそれをEU公報で公表することを定めている。  

また，構成国は，委員会がそのリストを更新できるように，これらの条約の廃棄について  

も委員会に通知することになっている。  

（1）1999年10月16「］付け議長総括ポイント28ないし39。  

（2）OJC12，15，1．20（）】，p．1．  

（3）CouncilRegulation（EC）No44／2OOlof22I）ecember2OOO，OJL12，16．1．2001，p．1一同規則   

は，1968年のプリ1ツセル条約に替わるものである【⊃ 同条約については、統合整理された規定が   

OJC27，26．1．1998，P．1に公表されている。なお，ブリユ、ソセル条約は，デンマークとそれ以外   

の構成国との間の関係については，依然として効力を有している。  

（4）同条約については，稀々の加入条約，付属′i；j∴i■およし叶上場議定書によって修止された規定を整   

理統合した条文が，OJC27，26．1．1998－P．34に公表されている。  

（5）OJC319．260ctober1996，p．1．  

（6）Pro5ectNoGR／97／051．  

（7）条■文案は，http：／／www・drt・uCl，aC・be／gedip／gedip＿documents・htmlでアクセスすることが可   

能である．）  

（8）OJC19，23．1．1999，p．】．  

（9）委員会が受け取った恒‖乳は「次のサ［卜で参照することができる。http：／／europa．eu．int／comm／   

justice■home／news／consultingpublic／romeii／news■Summary｝Ome2＿en，html・  

（相 国際的な裁判管轄についてもこのような構成要素の拡散が考慮されるべきことに関しては，以   

下の注におけるEU裁判所の判決を参照。  

（】l）連合二1三国は中′一の法システムではないので，15以1二のシステムがあることになるし  

（12）Case21／76Mines de Potassed’AIsace［1976］ECR1735（1976年11月30L丹り決）  

（13）OJC19，23．1．1999，p．1．  

（用 OJC12，15．1．2001，p．臥  

（15）Case34／82Martin Peters［1983］ECRl9抑（1983年3月22E］半t」決）：CaseC26／91Jacob   

Handte［1992］ECRl3697（1992年6）】17日判決）：CaseC334／00FonderieOfficineMeccanト   

cheTacconi［2002］ECRI7357（2002年9月17H判決）  

（16）「契約債務の準拠法に関する条約報ill一書」（Rep〔）rtOntheConventiononthelaw applicable  
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同 法（54－2）280   

tocontractualobligations），OJC282，31．1O．1980，p．1．  

（川 2条1項  

（18）22条  

（19）23粂  

川 24条  

飢）27条  

担2）CaseC364／93Marillariv．Llo）▼dsBank［1995］ECRト2719（1995年9月19Lト判決）  

ロ3）「契約債務の準拠法に関する1980年のローマ条約の共l司体文書への転換および現代化に関するグ   

リpンペーパー 」（じreen Paper onconverting the CDnVention of Rome of198O on theIaw   

applicabletocontractualobligationsintoaCommunityinstrumentanditsmodernisati（椚）   

ポイント3．2．5参照。  

射）「欠陥製造物の責任に関する蛸成田の法令および行政規則の接近に関する1985年7月25日の理事   

会指令」（Council【）irective85／374／EECof25．7．19850ntheapproximationoflaws，regula－   

tionsandadminlstrativeprovisionsontheMemberStatesconcerningliabilityfordefective   

products），OJL21O．7．8．1985，P．29．1999年5）二11（）F］V）指令1999／34／EC，OJL14．4．6．1999，   

p．20によー川凱［。  

（25）たとえば，ロMマ空港でフランス製の商l晶を買ったドイ、ソ人旅行者が，その商品をあるアフリ   

カの固に持っていったところ，それが爆発し，その商rl古によって負傷したという例が考えられる。  

¢6）フィンランド，フランス，ルクセンブルク，オランダ，スペインである。同条約は，ノルウェ   

ー，クロアチア，マケドニア，スロペニアおよびユ→ゴスラビアでも効力を有している。  

即）1肯令85／374（つ3粂2Jri。  

餉「消費者の利益保護のための差止請求に関する19錮年5ノ】19Rの政州議会及び理事会指令」（Par・   

tiamelltandCouncilI）irective98／27／ECof19May19980ninjunctionsfortheprotectionof   

consurners’interest），OJL166，11．6．1998，ll．51．  

鍋 CaseC167／200O Henkel（2OO2年10月1Ⅳ判決）  

（30）1992年1OFlのアムステルダム大会で採択された決議。Revueinternati（maldelaconcurrence  

1992（No16れp．5l．同決議は，この分野に関する実暦法の調剤への努力を求めたものでもあっ   

た。  

削 デンマーク，フィンランド，ギリシア，アイルランド（不法子了為のプロパーーー・ロウ理論），オラ   

ンダ，スペインおよびスウェーデン。  

82）しかし，イギリスでも、このルールがプライバシーの侵害にも及ぶか歪かについては疑問とす   

る学者がいる。  

（3j）CaseC一一68／93FionaShevillandothersv．PressAllianceSA［1995］ECRト415（1995年3   

月7「津J決）  

即 OJC337E，28．1】．2仙0，p．78．  

（35）たとえば，2UOl年4月11「】のオランダ法6集およびドイツ民法地†J法42条。  
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279 契約外債務の準拠法に関する欧州議会及び理事会規則（ローマⅠり 実について  

（36）相続人の決定については板書者の相続準拠法が通用されるのはいうまでもない。これは，主た  

る請求の先決問題である。  

即）ローマ条約12粂2項  

（3S）CaseC369／96andC376／96［1999］ECRト8453（1999年11月23日判決）  

朗）これは，22条がもっぱら規定する国際的な公序の例外則である∩  

師）同判決の31節は次のように判示している。「同家規定が公序二、t法に分類されるという事実は，そ  

rLらの規定が条約規定の川臥fを免れるということを意味Lない」．そして「そのような匡】家立法の  

基礎にある諸考慮は，条約によって明ホ的に定められた共同体の日出に対する例外としてのみ，  

またはそれが適切な場合には，それらの考慮か公益に関する優越的な根拠となるとし、う二哩l川二よ  

ってのみ，共同体法により顧慮されうる」，と。  

旬1）CaseC38／98Renaultv．Maxicar［20OO］ECRト2973（2OO0年5月11日判決）  
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